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火災による損傷

国（ 直轄） 管理の道路橋の定期点検結果

（ 橋長15m以上： 平成15～19年）

鋼橋

56件

コンクリ ート橋

44件

竪壁のみ

32件

件数： 132件
橋梁本体： 100件

約1％

第１章

緒 論

1.1 研究の背景

わが国の土木構造物における本体設計では，火元と なる可燃物が内在しないこ と ，建築の分野と 比

較して土木の分野での火災事例が少ないこと から，火災の影響についてほと んど検討がなされていな

かっ た． しかしながら，わが国では，国鉄（ 現JR） 北陸本線北陸トンネル（ 1972年），東名高速自動
車道日本坂トンネル（ 1979年），ヨ ーロッ パでは，モンブラントンネル（ 1999年），ゴッ トハルトトン
ネル（ 2001年） などで，人命も含め火災による大きな被害を受けたこと から，トンネル構造物に対す
る耐火対策については，精力的に研究が進められ，様々な対策が行われている 1.1), 1.2)．

一方，橋梁では， トンネル構造物と比べて人命に関わる大きな被害を今まで経験したこと がないこ

と から ，耐火対策について特に要求されること はなかっ た．火災事例についても数例の報告はあるも

のの，統計的には十分に整理されていないのが現状である．図-1.1.1 に橋長15m以上の道路橋の全橋
梁数 1.3)と 橋長15m以上の平成15～19年にかけて行われた国（ 直轄） 管理の道路橋の定期点検で発見
された火災による損傷件数 1.4)を示す．図-1.1.1 より ，道路橋の全橋梁数の調査年次と若干の違いはあ
るものの，国（ 直轄） 管理の道路橋では，約1％しか火災による損傷を受けていないこと がわかる．
しかし，近年，橋梁において桁下での車両事故での炎上，工事中の失火，あるいは不審火や放火な

どにより ，一般橋梁や高架橋が火災を受ける事例が多く 報告されている．例えば， 2008年8月に首都
高速5号池袋線熊野町JCT付近では，タンクローリ ー車の横転・ 炎上により ，橋桁や橋脚などに著し
い損傷を受け，橋桁の架け替えに約 2 ヶ月を要した 1.5)． さらに，図-1.1.2(a) 1.6)に示すよう に， 2014 

図-1.1.1 道路橋の全橋梁数1.3)と 火災による国（ 直轄） 管理の道路橋の損傷件数1.4)［ 橋長15m以上］
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年3月に首都高速3号渋谷線南平台付近では，補修工事の一環と して実施していた塗装の塗り替え工
事に伴っ て，施工者が使用したシンナーが照明用の白熱電球の熱で発火し，足場のシートなどに燃え

移り延焼した．全面開放には，事故発生から 3日間を要した 1.6)～1.8)．また，図-1.1.2(b) 1.9)では，本州

と四国を結ぶ大動脈である瀬戸大橋が，番の州コンビナートと 近接しているこ と から，南海地震発生

時のコンビナート火災に対して対策の必要性を問う 記事も見受けられる．

(a) 首都高速3号渋谷線南平台付近での橋梁火災（ 日テレ NEWS24より ） 1.6)

(b) 南海地震対策はどう か コンビナート火災の恐怖（ 四國新聞より ） 1.9)

図-1.1.2 橋梁火災に関する報道
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わが国では，幸いにも火災による落橋事例はないが，海外に目を向けてみると ， 2007年4月，アメ
リ カ・ サンフ ランシスコ郊外のオークランドベイブリ ッ ジに隣接したインターチェ ンジ上で，タンク

ローリ ー車の横転・ 爆発により ，高架橋の 2 スパン部分がわずか 20分で落橋した（ 写真-1.1.1(a)） 1.10)

～1.12)． さ らに， 2009 年 7 月，アメ リ カ・ ミ シガン州・ デトロイトの 9-M i le跨道橋（ ゲルバー橋） 直
下で，同じく タンクローリ ー車の衝突・ 横転・ 炎上により ，跨道橋の 1スパン部分が落橋した（ 写真
-1.1.1(b)） 1.13), 1.14)． このよう に橋梁が火災を受けると ，最悪の場合落橋も考えられ，落橋に至らない

場合でも，調査や補修・ 補強などによる長期間の交通規制が必要と なる． したがっ て，被災した橋梁

の損傷状況や安全性を迅速かつ適確に診断すること が重要であり ，鋼道路橋では， このよう な火災を

受けた鋼桁の受熱温度を，写真-1.1.2 に示すよう に塗膜の変状状態から推定する試みが進められてい
る 1.15)．しかしながら，火災を受けた橋梁に対する診断法やその耐火性能を評価する方法については，

未だ明確に示されていないのが現状である．

(a) マッ カーサーメイズ I -580号線東行き高架橋 1.11), 1.12)    (b) 州間幹線道路 I -75号線9-M ile跨道橋 1.13)

写真-1.1.1 アメ リ カの落橋事例

写真-1.1.2 開放型ガス炉加熱試験による塗膜の変状結果の一例 1.15)
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1.2 耐火設計

ヨ ーロッ パの設計規準であるユーロコード（ Eurocode） 1.16)では，火災時における構造物の安全性を

確保するため，その照査法と して，次の 3つの方法に大きく 分類し， それぞれの目的に応じて適用さ
れている．

(1) 許容耐火持続時間 (ta) による方法
構造物が指定された時間 (ta) 以上の火災に耐えう るこ と ができるかどう かを照査する方法で，照査
式は次のと おり である．

t ≧ta  (分) (1.2.1) 

ここに， t ： 構造物の耐火持続時間 (分) 
ta ： 構造物の許容耐火持続時間 (分) 

taの値と して， 30， 60および 90分が一般に規定される．

(2) 許容受熱温度 (θa) による方法
構造物が火災により 受熱する温度を許容値 (θa) 以下におさえること により ，その安全性を確保しよ
う と する設計法で， この方法における照査式は次のと おり である．

θ ≦θa ( ) (1.2.2)

ここに， θ ： 構造物(構造部材)の受熱温度 ( ) 
θa： 構造物(構造部材)の許容受熱温度 ( ) 

θa の値と して，鋼部材の場合，高温下における強度低下を考慮し，一般に 400 以下を用いる．

(3) 耐荷力 (Ra) による方法
構造物が火災時において一般に自重により 破壊しないこ と を保証する設計法で，照査式は次のと お

り である．

  S ≦Ra (kN， kN･m) (1.2.3) 

ここに， S ： 火災時の構造物(構造部材)への作用力 (kN， kN･m) 
Ra： 火災時の構造物(構造部材)の耐荷力(kN， kN･m) 

Ra には，作用断面力（ 軸力，せん断力，曲げモーメント ） の大きさに応じて支配的なものを単独，

あるいはそれらの組み合わせを用いる．

建築構造物の耐火設計では，建物内に居住する人々の避難時間を確保するため， (1)の耐火持続時間
を保証している．一方，土木構造物の耐火設計では，主に， (2)の許容受熱温度が用いられ，また，火
災時における構造物の耐荷力を評価し，破壊に対して安全性を確保するために (3)の方法が用いられる．
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1.3 研究の目的

橋梁が火災を受け損傷した場合，被災した橋梁の損傷状況や安全性を迅速かつ適確に判断し，早急

な復旧が求められる． しかしながら，被災した橋梁に対して， その都度詳細な調査を行い，その結果

を踏まえ補修・ 補強を行う ため，復旧までに長期間を要しているのが現状である．詳細調査では，主

に鋼部材の強度低下や変形量，コンク リ ート部材の強度低下やひび割れ・ 剥離状況などを調べ，被災

橋梁の安全性を照査している．高温時における鋼部材やコンク リ ート部材の強度低下については，す

でに建築の分野では研究が進んでおり 1.17), 1.18)，ユーロコード（ Eurocode） 1.19), 1.20)においても記載され

ている． そこで，被災橋梁の受熱温度をある程度正確に推定すること が可能になれば，火災による構

造部材の強度低下の度合いを判断すること ができ，早急な復旧作業が可能になるものと考えられる．

本研究では，被災橋梁の受熱温度に着目し，鋼合成桁の加熱実験と一次元差分法による解析結果な

どを通じて，火災時における鋼桁およびコンク リ ート床版の受熱温度を把握すると と もに，性能照査

において必要と される終局耐力に関する各相関式を誘導し，落橋温度の推定方法を提示する．また，

誘導した終局耐力相関式をもと に，火災により 実際に落橋した事例をモデルケースと し，耐荷力の推

定を行い，落橋要因に関する検討を行う ． さらに，火災事故が懸念される橋梁においては， その耐火

対策と して，下面に耐火工を施すと いっ た対策も今後必要と考えられること から，現在開発中の橋梁

用耐火工（ 耐火パネル） の耐火性能について検証を行う ．

1.4 本論文の構成

本論文は 8章で構成されており ，各章の内容は以下のと おり である．
第 1章では，研究の背景と ユーロコード（ Eurocode） による構造物の耐火設計の基本的な考え方を
述べ，研究の目的と本論文の構成を示す．

第 2 章では，橋梁の火災事例について近年報告された事例も含め，その中から国内外の代表的な 3
件の事例を紹介し，火災を受けた橋梁の主な出火要因，部材の最大受熱温度，損傷状況ならびに調査，

補修・ 補強，架け替え方法などを示す．

第3章では，まず，鋼桁およびコンクリ ート床版などの受熱温度の算定に必要と なる火災荷重（ 部
材表面への熱流束， 火災温度） の設定方法を示す． つぎに， 既往の試験結果およびユーロコ ード

（ Eurocode） より ，高温時および加熱冷却後の常温時における鋼材と コンク リ ートの力学特性，鋼材
と コンクリ ートの熱物性値について示す．

第4章では，鋼桁および床版の受熱温度を把握するため，鋼合成桁の試験体を用いた加熱実験を行
い，一次元差分法による解析値と 比較・ 検討を行っ た結果について述べる．

第5章では，火災時の性能照査において必要と される終局耐力に関する各相関式を誘導し，その相
関関係について検討を行い，終局耐力相関曲線と落橋温度の推定方法について述べる．

第6章では，第2章で紹介した火災による落橋事例をモデルケースと し，鋼合成桁橋の高温時にお
ける耐荷力の推定方法を示し，落橋要因についての検討結果を述べる．

第7章では，まず，火災時における耐火対策と して橋梁用耐火工（ 耐火パネル） の開発を行う にあ
たり ，耐火パネルを構成するフレーム構造と ，使用する耐火材の種類やその組み合せを検討するため

の基礎的な加熱実験を行い，その結果を踏まえて実橋への適用に向けたフレーム構造による耐火パネ

ル単体ならびに鋼合成桁に耐火パネルを取り付けた加熱実験を行っ た． ここでは，鋼桁が受ける熱影

響を検証した結果と考察を述べる．

第8章では，第2章から第7章までの研究成果の総括を行い，本研究で得られた知見を要約する．
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第２章

火災による橋梁の損傷事例

2.1 概説

本章では，橋梁の火災事例について，近年報告された事例も含めて一覧を示すと と もに， その中か

ら国内外の代表的な被災事例を挙げ，出火要因，部材の最大受熱温度，損傷状況ならびに調査，補修・

補強，架け替え方法などを紹介する．

2.2 橋梁の火災事例

2.2.1 火災事例の一覧

まず，主な橋梁の火災事例を表-2.2.1に示す2.1)～2.27)．

表-2.2.1 主な橋梁の火災事例2.1)～2.11)

橋梁名 構造形式 被災年月 被災原因

首都高速・ 神田橋ランプ 単純合成I桁橋 1966年1月 桁下の小屋からの出火

国領川橋梁 PC箱桁橋 1975年7月 沿線家屋からの延焼

東海道線・ 元町高架橋 RCラーメン橋 1978年3月 高架下の店舗からの出火

西浦和駅構内高架橋 RCラーメン橋 1980年8月 古タイヤからの出火

首都高速・ 汐留出入路 鋼単純合成鈑桁橋 1980年8月 工事中の失火

A橋 2径間連続I桁橋 1990年11月 不法占拠者の失火

下路トラス橋（ 尼） 鋼下路トラス橋 1991年5月 タンクローリ ー車の横転・ 炎上

首都高速・ 葛西高架橋 単純I桁橋 1992年 桁下での車両事故

首都高速・ 芝公園入路 単純I桁橋 1994年 桁下での不審火

毛穴大橋 単純合成I桁橋 2000年4月 不法占拠者の失火

B橋 PC3径間連続中空床版橋 2001年11月 工事中の事故

新熱田橋 単純合成I桁橋 2001年12月 不法占拠者の失火

国道23号・ 新佐山跨線橋 単純箱桁橋 2002年4月 桁下での車両事故

C橋 2径間連続I桁橋 2004年2月 野焼きの延焼

BA B2高架橋（ 独）  PC連続T桁橋 2004年7月 タンクローリ ー車の横転・ 炎上

JR宗谷本線・ 旭川第8橋梁 3径間張出し式ラーメン橋 2004年8月 古タイヤからの出火

ヴィ ールタール橋（ 独） 8径間連続鋼床版2主I桁橋 2004年8月
タンクローリ ー車の落下・ 炎上

（ 推定受熱温度： 650 ）

首都高速・ 6号向島線 単純合成鈑桁橋 2005年4月 塵茶集積場からの出火

阪神高速・ 16号大阪港線波除出路 2径間連続非合成箱桁 2006年2月 桁下での不審火
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表-2.2.1 主な橋梁の火災事例（ つづき） 2.12)～2.27)

表-2.2.1より ，橋梁における主な被災要因は，車両事故のほか，桁下での不法占拠者や工事中の失
火，資材置場や桁下の工事現場からの不審火などが挙げられる． その他にも，高架下の店舗や野焼き

からの延焼など，多種多様な出火原因により 被災していること がわかる．また，火災を受けた橋梁は，

高速道路の高架橋，鉄道の高架橋および跨道橋など，都市内の高架橋に多く 見られる．また， タンク

ローリ ー車の横転・ 炎上では，ガソリ ンや軽油への引火により ，他の出火原因に比べ，橋梁が受ける

温度は高く ，激しい損傷が見られる．例えば，首都高速5号池袋線熊野町JCT付近の高架橋では，鋼桁
に大きな座屈や面外変形が生じ，2スパンが架け替えられた．一方，アメリ カでは，サンフ ランシスコ
郊外のオークランドベイブリ ッ ジに隣接したインターチェ ンジ上やミ シガン州・ デトロイドの9-M i le
跨道橋直下でタンクローリ ー車が炎上し，落橋に至っ たケースもある．

次項では，同表に示した橋梁の火災事例の中から，首都高速5号池袋線熊野町JCT付近の高架橋，首
都高速3号渋谷線南平台付近の高架橋，州間幹線道路I -75号線9-M i le跨道橋（ アメ リ カ） について，出
火原因，部材の最大受熱温度ならびに損傷状況や補修・ 復旧方法について詳述する．

橋梁名 構造形式 被災年月 被災原因

一般国道1号守口高架橋 単純PCプレテンショ ン桁橋 2006年12月
沿線資材置場からの出火

（ 推定受熱温度： 300～600 ）

JR大阪環状線・ 旧淀川橋梁 単線式上路プレートガーダー橋 2007年2月
桁下の資材置場からの出火

（ 推定受熱温度： 400 以上）

マッ カーサーメイズ

I -580号線東行き高架橋（ 米）
連続合成鈑桁橋 2007年4月

タンクローリ ー車の横転・ 炎上

（ 推定受熱温度： 1000 以上）

首都高速・ 5号池袋線 単純合成I桁橋 2008年8月
タンクローリ ー車の横転・ 炎上

（ 推定受熱温度： 1200 以上）

新海陸橋 3径間連続非合成鈑桁橋 2008年8月
不法占拠者の失火

（ 推定受熱温度： 400 程度）

国道302号・ 地蔵川高架橋 鋼I桁橋 2008年9月 不明

州間幹線道路

I -75号線9M ile跨道橋（ 米）
合成桁橋(ゲルバー構造) 2009年7月

タンクローリ ー車の衝突・ 横転・

炎上（ 推定受熱温度： 1300 以上）

福岡高速4号・ 宇美川大橋 単純合成I桁橋 2010年2月 不法占拠者の失火

国道397号・ 川口橋 3径間連続非合成鈑桁橋 2011年3月 津波の引き波時の火災

定使野橋 2径間連続非合成鈑桁橋 2011年4月
不法占拠者の失火

（ 推定受熱温度： 400 以上）

国道9号・ 西大橋
3径間連続鋼合成鈑桁橋（ 2連）

＋単純鋼合成鈑桁橋（ 3連）
2012年2月

不法投棄の古タイヤからの出火

（ 推定受熱温度： 300～800 ）

明徳橋 3径間連続鋼箱桁橋＋単純鋼鈑桁橋 2013年6月 不審火

首都高速・ 3号渋谷線 単純鋼床版箱桁，単純RC床版鈑桁 2014年3月
塗装塗替中の失火

（ 推定受熱温度： 700 以上）

東海道新幹線・ 神足高架橋 RCラーメン橋 2015年1月 老朽化対策工事現場での不審火

首都高速・ 7号小松川線 単純RC床版鋼鈑桁橋 2015年2月
塗装塗替中の失火

（ 推定受熱温度： 300 以上）
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2.2.2 首都高速5号池袋線熊野町JCT付近2.15), 2.28)～2.31)

2008年8月3日午前5時50分頃，首都高速5号池袋線を都心から埼玉方面へ走行中のタンクローリ ー車
（ ガソリ ン： 16000リ ッ トル，軽油： 4000リ ッ トル搭載） が，熊野町JCT付近で横転・ 炎上した．本橋
は，上部工および下部工がそれぞれ単純合成I桁（ 支間長20m）およびRC2層ラーメン橋脚で構成され，
下層に下り線，上層に上り線が通るダブルデッ キ構造である．事故は，ダブルデッ キ構造の下層部で

発生し，火源直上の上層部の鋼桁およびRCラーメン橋脚が著しい損傷を受けた．火災発生直後から，
消防による消火活動が行われたものの，鎮火が確認されたのは火災発生から 5時間以上経過した午前11
時30分頃であっ た．事故直後から上下線と もに全面通行止めの措置が取られ，首都高速道路のみなら
ず周辺の一般道でも渋滞が発生し，首都圏の交通に大きな影響を与えた． この火災は，その後の調査

から最も火の勢いが激しい状態で約1200 （ 約90分間） にまで達したと 推定された．
事故の発生位置および本橋の火災発生箇所を図-2.2.1に示し，事故発生直後の状況および各部材の
損傷状況を写真-2.2.1～写真-2.2.6に示す．火災による損傷の範囲は，火源直上の上下層2径間だけで
なく ， その上層の隣接橋梁の一部にもおよび，鋼桁の損傷状況は，上下層において主桁腹板の変形や

塗膜の剥離などが見られた．特に，火源直上の主桁は，熱の影響により 桁高1200mmが約600mmまで
変形した．これにより 上層の路面は，最大700mm程度沈下した．また，RC床版では亀甲状のひび割れ
が広範囲に発生し，一部かぶり部分のコンク リ ートが剥落し鉄筋の露出が見られた．一方，RCラーメ
ン橋脚では，表面のコンク リ ートが一部剥落し，横梁の鉄筋の露出が見られた． これに加え，裏面吸

音板や遮音壁など付属物の多数に焼失および損失が発生した．ただし，下層部の主桁および床版には

大きな変状は見られなかっ た．

これらの損傷を受け，有識者による対策委員会が設けられ，復旧方法などの対策内容について検討

された． その検討の結果，損傷が著しい上層の主桁2径間について全面架け替えと し， RCラーメン橋
脚については損傷を受けたコンク リ ート表面を一部撤去して断面を修復し， その他の範囲は，損傷が

局所的に限定されていたため，部分補修に止める方針と された． また，交通規制やネッ トワークの遮

断による社会的影響の大きさを考慮し，交通開放をさせながら主桁を 3本ずつ架け替える半断面施工が
行われた．復旧工事の概要を図-2.2.2および図-2.2.3に示す．

図-2.2.1 事故の発生位置および火災発生箇所2.28), 2.30)
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写真-2.2.1 事故直後の状況2.28), 2.29), 2.31)

写真-2.2.2 鎮火直後の状況2.28), 2.29), 2.31)

写真-2.2.3 被災後の外観2.28), 2.29), 2.31)
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写真-2.2.4 上層主桁の損傷状況（ 支点部） 2.28), 2.29), 2.31)

写真-2.2.5 上層床版の損傷状況2.28), 2.29), 2.31)

写真-2.2.6 RCラーメン橋脚の損傷状況（ 池-601橋脚横梁） 2.28), 2.29), 2.31)



12 

ステッ プ１

上層主桁・ 床版撤去完了（ 西側）

a) 西側仮支柱設置
b) 1車線部分開放
c) 上層主桁・ 床版撤去（ 西側）
d) RC橋脚補強

RC橋脚補強

ステッ プ２

上層主桁架設（ 西側）

a) 上層主桁架設（ 西側）
b) 上層床版鉄筋組立（ 西側）
c) 上層床版コンクリ ート打設・ 舗装（ 西側）

d) 車線切り替え 上層床版鉄筋組立（ 西側）

図-2.2.2 復旧工事の概要（ ステッ プ 1， 2） 2.28), 2.29), 2.31)
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ステッ プ３

上層主桁・ 床版撤去（ 東側）

a) 上層主桁・ 床版撤去（ 東側）
b) 上層主桁・ 床版搬出（ 東側）

上層主桁・ 床版搬出（ 東側）

ステッ プ４

上層主桁架設（ 東側）

a) 上層主桁架設（ 東側）
b) 上層床版鉄筋組立（ 東側）
c) 上層床版コンクリ ート打設・ 舗装（ 東側）

d) 全面開通 上層床版鉄筋組立（ 東側）

図-2.2.3 復旧工事の概要（ ステッ プ 3， 4） 2.28), 2.29), 2.31)
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図-2.2.2および図-2.2.3に示すよう に，著しく 損傷した西側G1～G3桁には，応急的な対応と して仮
支柱が設置され，火災発生箇所から離れた東側G4～G6桁の損傷は，補強材による変形矯正を行う こと
で一時的な使用について問題がないと 判断された．そこで，荷重車（ 25tトラ ッ ク ） の走行試験により
安全性を確認後，東側の1車線を暫定供用しながら，西側G1～G3桁の架け替えおよびRC橋脚の柱・ 横
梁の補修が行われた（ ステッ プ 1）． その後，西側の上部工の架け替えおよび補修後，車線を西側に切
り替え（ 2車線），東側G4～G6桁の架け替えが行われた（ ステッ プ 2）．東側G4～G6桁の架け替えは，
作業スペースが狭隘なため，西側と同様にクレーンを使用すると工期がかかること から，上部工上空

に架設用トラス桁を設置し，ジャ ッ キダウン方式により 行われた（ ステッ プ 3，4）．東側の上部工の架
け替え後， 2008年10月2日に下層，同年10月14日に上層が全面開放と なっ た．
また，全面架け替えと した上層2径間と は別に，その下層および上層隣接部の鋼桁は，主桁腹板の座
屈耐力を確保するため，腹板パネルごと に道路橋示方書2.32)に規定されている板の平面度の許容値

（ δ=h/250=1200/250=5mm） 程度を目標に変形矯正が行われた．橋脚の補修は，劣化範囲が限定的で再
利用が可能と判断されたため，劣化部分を撤去し，ポリ マーセメントモルタルの吹付工法により 断面

修復された．柱部は，アラミ ド繊維シートを復旧し，耐震性能の原状回復が図られた．また，横梁に

ついても構造安全性の確保，断面修復部のひび割れ防止ならびに剥落防止効果を目的と して，耐震補

強と同じアラミ ド繊維シートの貼り付けが行われた．

この事故は，火災発生から復旧工事を行い，交通の全面開放まで約2ヶ月間を要した．国土交通省，
首都高速道路 株( )ならびに東日本高速道路 株( )では，通行止めに伴う 交通渋滞の悪化による経済損失
額（ 渋滞時間損失額） は，首都高速道路，高速道路（ 外環道，関越道） ならびに一般道路の通行車両

に対しての合計額で， 1日約3.1億円と試算している 2.33)．全面開放まで約2ヶ月間を要したため，約200
億円近く の経済損失が発生する事故と なっ た．
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2.2.3 首都高速3号渋谷線南平台付近2.25), 2.34)～2.38)

2014年3月20日14時頃，首都高速3号渋谷線の塗装工事中の高架橋で火災が発生し，橋脚や橋桁に設
置した足場や地上の資材置き場が燃え，作業員1人が指に火傷を負っ た．現場では，上部工の塗装を
12100m2にわたっ てフ ッ 素系樹脂塗装に塗り 替える工事を実施しており ，火災の発生要因は，塗装の

剥離作業中に何らかの原因で照明器具の電球部分にシンナーが付着して出火し，足場シートに引火し

て延焼したものである．火災は20日17時頃に鎮火した．図-2.2.4に事故の発生位置および本橋の火災
発生箇所を示し，火災の発生状況および鎮火後の状況を写真-2.2.7および写真-2.2.8に示す．
鎮火後，構造物の健全性を確認するため，出火した橋長40mの単純鋼床版箱桁橋（ 当該部： 渋-232
～渋-236），その東側に隣接する橋長30mの単純RC床版鈑桁橋（ 隣接部： 渋-229～渋-232） で調査が行
われた． その結果，火災発生箇所に近い下り線と上り線右車線の一部に熱による変形が見られたもの

の，全体と しての損傷は軽微であると判断され，応急補強を施したう えで，火災発生から 3日後の2014
年3月23日午後に通行止めをすべて解除し， 4月17日には恒久対策も完了した．写真-2.2.9および写真
-2.2.10に損傷状況と応急補強の状況を示す．また，以下に具体的な調査項目と その結果，ならびに恒
久復旧方法について述べる．

(1) 火災による損傷状況
火災が発生した橋長40mの単純鋼床版箱桁橋と隣接する橋長30m単純RC床版鈑桁橋において，火災
の熱影響により ，橋桁を構成する一部の鋼板の変形，塗装の剥がれ，排水管等の焼損が発生した．

(2) 鋼構造物調査結果
火災が発生した高架橋（ 以下，当該部） と 隣接する高架橋（ 以下，隣接部） の鋼製の橋桁について，

以下の調査が実施された．

a) 接近目視調査（ 塗膜劣化度調査等）
火災の影響は，当該部の橋梁の中央付近まで，また，隣接部の端部付近まで及んでおり ，橋桁に施

された塗膜の劣化具合を手掛かり に受熱温度が推定された．当該部の上り線と 下り線の橋桁間が最も

熱影響を受けており ，その受熱温度は700 以上と推察され，塗装が全層にわたっ てスクレーパで簡単

に剥離できるほどの損傷を受けていた．

b) 鋼板変形量調査
火災時の熱影響によるものと 見られる主桁ウェ ブの鋼板変形は，当該部で最大19mm，隣接部で最

図-2.2.4 事故の発生位置および火災発生箇所2.38)
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大15mm生じていた．
c) 高力ボルト健全度調査（ ゆるみ調査，残留軸力調査，引張強度調査）
橋桁を構成する部材を接合する高力ボルトについて調査した結果，ボルトのゆるみはなく ， ボルト

締付けにより 発生するボルト軸力，ボルトの引張強度は，火災の影響を受けていない健全部と差異が

なく ，火災の影響は見られなかっ た．

d) 鋼材調査（ 引張試験，組織観察調査）
火災の熱影響により ，橋桁を構成する鋼材の強度への影響を確認するため，被災部と健全部の橋桁

から試験片を採取し，引張試験と光学顕微鏡および電子顕微鏡により 鋼材組織の観察が行われた．引

張強度は，健全部と被災部で差異はなく ，火災の影響は見られなかっ た． また，鋼材組織は火災によ

る変質は生じていなかっ た．

e) 応急補強
主桁ウェ ブに生じていた変形については，道路橋示方書2.32)の製作誤差の考え方を目安にして，鋼桁

ウェ ブ高の250分の1より も変形量が大きい箇所について仮支柱（ 12基） を設置してから全面開通され
た．

(3) コンクリ ート構造物調査結果
当該部および隣接部における道路上の高欄および舗装下のコンク リ ート床版（ 隣接部） について，

以下の調査が実施された．

a) 接近目視調査
当該部および隣接部で，すすの付着や剥落防止シートの接着材焼損によるシートの剥がれが確認さ

れた．隣接部で僅かなコンク リ ートの剥落が見られたが，当該部および隣接部で鉄筋と コンリ ートの

付着が切れるよう な状態は見られなかっ た．

b) 材料調査（ 圧縮強度試験、中性化深さ試験）
火災の熱影響による高架橋のコンクリ ート部材の強度への影響を確認するため，被災部と 健全部の

高欄およびコンク リ ート床版（ 隣接部） から試験片を採取し，圧縮強度試験，中性化深さ試験が実施

された．圧縮強度，中性化深さと もに健全部と被災部で差異はなく ，火災によるコンクリ ートの品質

への影響は見られなかっ た．

(4) 荷重車載荷試験による応力測定
全面開通に向けた最終テストと して， 20t車2台を当該部の径間中央に配置して桁のたわみ計測が行
われ，解析結果と比較した結果，異常値が出ていないこと と ，計測値と解析値と が同様の傾向を示し

ていること が確認された．

(5) 恒久復旧方法等
・ 橋桁を構成する鋼材の強度に火災の熱影響が生じていないこ と を確認したため，火災時の熱影響に

よるものと 見られる橋桁の鋼板の変形に対して，箱桁内面など 14箇所（ 当該部11箇所，隣接部3箇所）
にH鋼やL型鋼を補強材と して高力ボルトで締め付けて設置し，図-2.2.5に示すよう に鋼板の変形を
矯正する恒久対策が実施された．

・ 高架橋本体以外の焼損した附属物（ 排水管，ケーブルラ ッ ク等） は，原形復旧が行われた．

・ 鋼床版，橋脚，支承，高力ボルト，高欄およびコンク リ ート床版については，火災による熱影響が

ないこと が確認されたため，補修・ 補強は行われなかっ た．
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2014年3月20日 木[ ] 14:08頃： 朝日新聞デジタルより 2.36) 2014年3月20日 木[ ] 14:15頃： 朝日新聞デジタルより 2.36)

2014年3月20日 木[ ] 14:21頃： 朝日新聞デジタルより 2.36) 2014年3月20日 木[ ]  14:30頃2.37)

写真-2.2.7 火災の発生状況

2014年3月21日 金[ ] 13:51頃： 著者撮影 2014年3月29日 土[ ] 15:28頃： 著者撮影

写真-2.2.8 鎮火後の状況
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上り線および下り 線主桁の変形

上り線下フ ランジ塗装剥がれ（ 変形無し） 下り 線鋼床版ボルト添接部（ ボルト緩み無し）

下り 線主桁塗装剥がれ（ 変形無し） 下り 線路面（ 損傷無し）

資材置場直上の仮設足場損傷 下り線桁内部仮支柱設置（ G3）
写真-2.2.9 損傷状況と応急補強（ 当該部） 2.37), 2.38)
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フランジ幅は 50mm に切断加工

G5桁ウェ ブ一部変形

上り線高欄すす付着 下り線RC床版すす付着
写真-2.2.10 損傷状況（ 隣接部） 2.38)

図-2.2.5 恒久復旧方法2.38)
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2.2.4 州間幹線道路I-75号線9-Mile跨道橋2.18), 2.19), 2.39)～2.41)

2009年7月16日午後8時10分頃，アメリ カミ シガン州デトロイト，ヘーゼルパーク内の州間幹線道路
I -75号線において，図-2.2.6に示すよう に乗用車の運転手が，運転操作を誤り ，タンクローリ ー車と衝
突し，衝突されたタンクローリ ー車は，運転席と燃料タンクの連結部で折れ曲がり横転・ 炎上した．

タンクローリ ー車の後を走行していたセミ トラ ッ クの運転手は，事故を目撃し 9-M i le跨道橋の直下で
停車した後，危険を避けるために運転席から脱出し難を免れた． このタンクローリ ー車の燃料タンク

には，ガソリ ンが9000ガロン（ 34069リ ッ トル），軽油が4000ガロン（ 15141リ ッ トル） 積まれており ，
車体の横転に伴い燃料に引火し，9-M ile跨道橋の直下で爆発した．炎は上空約60mまで到達し，最大温
度は1316 と 推定された．炎は火災発生から約3時間後に鎮火されたが， この火災で9-M i le跨道橋の1
径間が落橋した． こ こで，事故の発生場所および事故車両と被災橋梁と の位置関係を図-2.2.7および
図-2.2.8に，火災時の状況，鎮火後および撤去の状況を写真-2.2.11および写真-2.2.12に示す．

図-2.2.6 事故の発生原因（ The Detroi t Newsより ） 2.18)

図-2.2.7 事故の発生場所2.39) 図-2.2.8 事故車両と被災橋梁と の位置関係2.39)

乗用車の運転手が運転を

誤り ， タンクローリ ー車

と衝突

セミ トラッ ク

乗用車

タンクローリ ー車

タンクローリ ー車は，連

結部で折れ曲がり ， 横

転・ 炎上

セミ ト ラ ッ ク の運転手

は，事故を目撃し跨道橋

の直下で停車し脱出

セミ トラ ッ ク

タ ンクローリ ー車

乗用車

落橋径間

↑ 北

↓ 南
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写真-2.2.11 火災時の状況2.19), 2.39)

写真-2.2.12 鎮火後および撤去の状況2.39)
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9-M i le跨道橋は，図-2.2.9に示すよう に支間が8.84＋23.77＋23.93＋11.58＝68.12mの合成桁橋で，主
径間（ 吊桁） と 側径間（ 支持桁） を吊材で接合したゲルバー構造と なっ ている．事故後の調査による

と ， タンクローリ ー車は横転後，主径間（ 吊桁） 西側直下で激しく 燃え上がり ，すぐ にその炎と 熱が

主径間全体に一様に拡がっ て落橋に至っ たと考えられる．

I -75号線は重交通道路であるため，落橋した桁はその週のう ちに撤去され，直ちに通行が再開され
た．一方，落橋および損傷の著しい9-M i le跨道橋は，単に架け替えを行う のではなく ， この事故を機
に， ミ シガン運輸省が進める今後の高速道路計画に沿う よう に新たに設計され架け替えられた． ヘー

ゼルパークには多く の企業があり ，通行止めの影響が大きいこと から ，9-M i le跨道橋も I -75号線と同様，
早期の復旧が求められた． そこで，プロジェ クト総予算1200万ドルで架け替えを行い，通常より 短い
工期で設計から架設まで行われ，事故から約5ヶ月後の2009年12月11日に交通開放された．

図-2.2.9 被災橋梁（ 9-M i le跨道橋） の一般図2.39), 2.41)

側径間（ 支持桁） 主径間（ 吊桁）

c) 側面図

a) 平面図

支間： 8.84m + 23.77m + 23.93m + 11.58m = 68.12m

b) 断面図
主桁本数： 10本（ 主桁間隔： 2.08m） 総幅員： 20.24m，床版厚： 203mm
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2.3 まと め

本章では，近年報告された事例も含めて橋梁の火災事例の一覧を示し，国内外における橋梁の代表

的な火災事例について述べた．橋梁下では，車両事故のみならず，不法占拠者による失火や資材置場

などからの不審火など多種多様な要因によっ て火災が生じており ，火災を受けた橋梁は，高速道路や

鉄道の高架橋，跨道橋などの都市内の高架橋に多く 見られた．橋梁が火災を受けた場合，交通を遮断

し，損傷の程度を適切に診断して，交通開放の可否を迅速かつ適確に判断すること が必要である．特

に，交通量の多い主要幹線道路などの高架橋では，周辺道路の渋滞などによる経済的な損失が大きい

ため，交通の早期開放が望まれる．表-2.2.1に示した火災事例から国内4橋，国外2橋の計6橋について，
被災直後の措置および全面開通までに要した期間を表-2.3.1にまと めて示す．

表-2.3.1 被災直後の措置および全面開通までに要した期間

事例
最大受熱

温度
被災直後の措置 主な損傷状況 主な対策

全面開通

までに要

した期間

一般国道1号

守口高架橋
300～600

全面通行止め

翌日部分開放

上部工と 橋脚梁部

に爆裂，ひび割れ，

浮き等

・ PC主桁の鋼

板接着補強

・ RC橋脚の鋼

板巻き立て

約7ヶ月

首都高速・ 5号池袋線 1200 以上
7日間全面通行止め

7日以降部分開放

・ 主桁腹板の変形

・ RC床版と上層橋

脚にひび割れ，剥

離，鉄筋露出

・ 付属構造物の消失

架け替え 約2ヶ月

首都高速・ 3号渋谷線 700 以上
全面通行止め

2日後上り線開放

・ 塗装の剥がれ

・ 主桁腹版の変形

・ 排水管の焼損

・ 床版と高欄にすす

の付着

・ 高欄に剥落防止シ

ート の接着材焼

損によ る シート

の剥がれ

・ 応急補強と

し て仮支柱

を設置

・ 恒久対策と

し て補強材

を設置

3日

(恒久対策

27日後に

完了) 

首都高速・ 7号小松川線 300 以上
全面通行止め

翌日上り線開放

・ 主桁2本が一部変

形

・ 遮音壁22枚，支柱

12本が焼損

仮支柱で支持 10日

マッ カーサーメイズ

I -580号線東行き高架橋
1000 以上 全面通行止め 落橋 架け替え 約1ヶ月

州間幹線道路

I -75号線9-M ile跨道橋
1300 以上 全面通行止め 落橋 架け替え 約5ヶ月
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表-2.3.1より ， マッ カーサーメイズ I -580号線東行き高架橋は，火災により落橋したにも関わらず，
速やかな復旧工事によっ て約1ヶ月で交通の全面開放がなされている．首都高速5号線においても，架
け替えが必要なほどの甚大な被害を受け，7日間の全面通行止めの措置がと られたものの，それ以降の
措置は迅速であり ，約2ヶ月で完全に復旧された．一方，州間幹線道路I -75号線9-M ile跨道橋は，この
事故を機に， ミ シガン運輸省が進める今後の高速道路計画に沿う よう に新たに設計され架け替えられ

たこと から，交通の全面開放まで約5ヶ月を要した．また，守口高架橋においては，被災の翌日に部分
開放されたが，復旧までの期間は，約7ヶ月と 時間を要したこと がわかる．守口高架橋に長期間の交通
規制を要したのは，過去に供用中のプレテンショ ン桁が被災した事例がなく ，慎重な調査および検討

が必要であっ たためと 考えられる．
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第３章

火災荷重と鋼材およびコンク リ ートの力学特性と熱物性値

3.1 概説

鋼合成桁の耐火性状を明らかにする上で最も重要と なるのは，鋼桁および床版などの受熱温度を適

切に評価すること と ，温度の上昇に伴い変化する鋼材およびコンク リ ートの力学特性を把握すること

である．

そこで，本章では，鋼桁および床版などの受熱温度の算定に必要と なる火災荷重の設定方法と既往

の試験結果およびユーロコード（ Eurocode） より ，高温時および加熱冷却後の常温時における鋼材と
コンク リ ートの力学特性をまと める． また，熱伝導解析を行う 上で必要と なる鋼材と コンク リ ートの

熱物性値についてもまと めて示す．

3.2 火災荷重

火災時における受熱温度を算定するためには，火災荷重の設定が必要である．火災荷重は，部材表

面への熱流束で与えられること から，以下に，熱流束の算定方法と算定にあたり必要と なる火災温度

について述べる．

3.2.1 部材表面への熱流束

火炎に曝されている表面での熱流束は，対流および放射（ 輻射） による熱伝達より得られるこ と か

ら，熱流束 は式(3.2.1)で示される 3.1), 3.2)．

(3.2.1) 

ここに， ： 対流熱伝達による熱流束（ W/m2）

： 放射熱伝達による熱流束（ W/m2）

まず，対流熱伝達による熱流束 を式(3.2.2)で示す．

(3.2.2) 

ここに， ： 火炎による対流熱伝達係数（ W/m2K）
： 火災温度（ ）

： 部材の表面温度（ ）

火炎による対流熱伝達係数は，火災性状によっ て異なり ，火災温度と して後述する火災温度－時間

曲線を用いる場合，各曲線について与えられている．また，部材が外気と接する面の熱流束も式(3.2.2)
で算出すること ができ，Eurocodeでは，外気と の対流熱伝達係数を4W/m2Kと し，外気と の対流熱伝達

fiq
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係数に放射熱伝達の影響も考慮する場合， 9W/m2Kと している 3.1)．

つぎに，放射熱伝達による熱流束 を式(3.2.3)で示す．

(3.2.3) 

ここに， ： 形態係数

： 部材表面の放射率

： 火炎の放射率

： ステフ ァ ン－ボルツマン定数（ ＝5.67×10-8 W/m2K 4）

火炎に曝される場合，火炎と部材表面の位置関係は，様々な距離や角度を持つこと から ， これらの

関係を補正する係数が形態係数である．形態係数は，放射熱源と受熱側の大きさ，相対する角度など

の幾何学的関係より算出する必要がある．火炎が部材表面と接している場合， と なる．

Eurocode3.3)では，鋼材あるいはコンクリ ートの場合，部材表面の放射率に ，火炎の放射率

に をそれぞれ用いている．

3.2.2 火災温度

熱流速を算定するにあたり ，火災温度を予め仮定する必要がある．火災温度は，熱源と なる物質，

可燃物の量，および空間の規模などによっ て異なり ，推定するためには非常に複雑な解析が必要と な

る． そこで， Eurocode3.1)では， この複雑な解析を省略する場合の火災温度を式(3.2.4)～式(3.2.6)に示
すよう な火災温度－時間関係と対流熱伝達係数で与えている．

(1) ISO曲線（ 標準温度－時間曲線： 閉空間における火災曲線）

(3.2.4) 

(2) EX曲線（ 外部火災曲線： 開空間における火災曲線）

(3.2.5)

(3) HC曲線（ 炭化水素曲線）

(3.2.6)

ここに， ： 火災温度（ ）

： 時間（ 分）

： 火炎による熱伝達係数（ W/m2K）
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ここで， ISO曲線（ 標準温度－時間曲線） やEX曲線（ 外部火災曲線） は，建築火災を対象と した規
準であり ， ISO曲線は，火災区画全体に火炎が広がっ た場合を想定し， EX曲線は，火災区画で発生し
た火炎が開口部から噴出した際，火災区画の外面（ 外壁）が火炎に曝されている場合を想定している．

なお，火災区画と は，火炎に曝される間，延焼を防ぐ よう な部材で囲まれた建物内の空間を示す．一

方， HC曲線（ 炭化水素曲線） は，油火災を想定した曲線で， ISO曲線およびEX曲線と比べ，短時間で
高温まで達する曲線である． また，その他の火災温度－時間曲線と して， トンネル火災に限定された

ドイツ運輸省のRABT曲線およびオランダ運輸省のRWS曲線は，温度の立ち上がり が急で， トンネル
火災の特徴を考慮した曲線と なっ ている．図-3.2.1に各火災温度－時間曲線をまと めて示す3.4), 3.5)．

図-3.2.1 火災温度－時間曲線3.4), 3.5)
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3.3 鋼材およびコンク リ ートの力学特性

3.3.1 既往の試験結果

(1) 鋼材と高力ボルト
鋼材（ SS400材， SM 490材， SM 570材） と高力ボルト （ F10T） について，既往の試験結果3.6), 3.7), 3.8)

より高温時における応力－ひずみ関係を示すと と もに，降伏強度，引張強度ならびに弾性係数の変化

を示す．なお， ここに示す試験結果は， JIS G 0567「 鉄鋼材料及び耐熱合金の高温引張試験法」 に準
拠し実施されている．

a) 応力－ひずみ関係
鋼材

鋼材（ SS400材，SM 490材，SM 570材）について，高温時における鋼材の応力－ひずみ関係を図-3.3.1
に示す3.6)．

図-3.3.1より ，高温時における鋼材の応力－ひずみ関係は，加熱温度の上昇に伴い大きく 変化する．
降伏点に着目すると ， SS400材およびSM 490材は，常温から 300 まで明瞭な降伏点が現れ， 400 以

上になると ，明瞭な降伏点が現れないまま最大応力を経て破断に至っ ている．一方，SM 570材は，200
を超えると 降伏点が消滅する．また， 200から 300 における応力－ひずみ関係に着目すると ，降伏後

の形状が鋸歯状になっ ていると と もに，ひずみが2.5％程度で常温における応力より も大きな値を示し
ている． この現象は非調質鋼に見られる青熱脆性の影響と されており ， この温度領域で非調質鋼の引

張強度は最大と なるが，伸びや絞り が極小と なるため，応力－ひずみ関係は複雑な形状を示す．

図-3.3.1 高温時における鋼材の応力－ひずみ関係3.6)

(a) SS400 (b) SM490 

(c) SM570 
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高力ボルト

高力ボルト（ F10T）について，高温時における高力ボルトの応力－ひずみ関係を図-3.3.2に示す3.6)．

図-3.3.2より ， F10Tは調質された高張力鋼であるこ と から，常温においても明瞭な降伏点は見られ
ず，200から 300 における青熱脆性の影響も見られない．特に，400 以上における力学特性の低下は

著しく ，降伏強度に達した後も応力は増加せずに破断に至っ ている．

図-3.3.2 高温時における高力ボルトの応力－ひずみ関係（ F10T） 3.6)
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(a) SS400 (b) SM490 

(c) SM570 

b) 降伏強度と引張強度
鋼材

鋼材（ SS400材，SM 490材，SM 570材）について，高温時における降伏強度および引張強度を図-3.3.3
に示す3.8)．なお，同図は，応力－ひずみ関係における降伏点が明確でない場合， 0.2％の永久ひずみを
生じる応力を降伏強度と している．

図-3.3.3より ，降伏強度は，加熱温度が上昇すると と もに徐々に低下し， 500から 600 で常温時の

約50％と なる．一方， SS400材およびSM 490材の引張強度は， 200から 300 の領域で一時的に上昇し

た後， 400 を超えると 急激に低下し，600 で常温時の約40％まで低下する．SM 570材では， 300 ま

では，常温時と同等の引張強度であるが， 400 を超えると 大きく 低下し， SS400材およびSM 490材と
同様， 600 で常温時の40％程度まで低下する．なお， SS400材およびSM 490材の200から 300 の領域

での引張強度の増加は，非調質鋼に見られる青熱脆性の影響と考えられる．

図-3.3.3 高温時における鋼材の降伏強度(0.2％耐力)および引張強度3.8)
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(c) SM570

(a) SS400 (b) SM490 

鋼材（ SS400材，SM 490材，SM 570材） について，加熱冷却後の常温時における降伏強度および引張
強度を図-3.3.4に示す3.8)． なお，同図の試験片は，目標温度まで加熱後1時間保持し， 1時間あたり 20
から 200 の速さで冷却している．

図-3.3.4より ， SS400材およびSM 490材の加熱冷却後の常温時における降伏強度は， 600 までであ

れば加熱前（ 常温時）と ほぼ同等であり ，700 を超えると 若干低下が見られる．一方，SM 570材では，
600 を超えると著しく 低下する．また，加熱冷却後の常温時における引張強度は，降伏強度と同様の

傾向を示し， SS400材およびSM 490材では，大きな低下は見られず， SM 570材は， 600 を超えると 強

度は低下する．

図-3.3.4 加熱冷却後の常温時における鋼材の降伏強度( 0.2％耐力)および引張強度3.8)
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高力ボルト

高力ボルト（ F10T） について，高温時における引張強度を図-3.3.5に示す3.9)．なお，試験温度は，

常温と 300から 900 と し，平均加熱速度は概ね1時間で所定の試験温度に到達するよう 設定している．
また，均熱時間はJIS G 0567に準拠し 15分と している．
図-3.3.5より ，高力ボルトの高温時における引張強度は，加熱温度が上昇すると と もに徐々に低下
し， 300 を超えると 急激に低下し， 600 で常温時の約25％まで低下する．

図-3.3.5 高温時における高力ボルトの引張強度（ F10T［ M22×90］） 3.9)

高力ボルト（ F10T） について，加熱冷却後の常温時における引張強度を図-3.3.6に示す3.9)．なお，

加熱温度は300から 900 と し，平均加熱速度は150から 160（ /hr） と している．また，均熱時間は60
分と し， 50 まで14から 39（ /hr） で徐冷している．
図-3.3.6より ，高力ボルトの加熱冷却後の常温時における引張強度は， 400 まで大きな低下は見ら

れず， 400 を超えると 直線的に低下し， 800 で常温時の約40％まで低下する．

図-3.3.6 加熱冷却後の常温時における高力ボルトの引張強度（ F10T［ M 22×90］） 3.9)

以上より ， SM 570材やF10Tのよう に焼入れ・ 焼戻しなどの熱処理を施された調質鋼は，高温時にお
いて著しい強度低下を示し，加熱冷却され常温に戻っ た状態でも強度が低下する．
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c) 弾性係数
鋼材

鋼材（ SS400材， SM 490材， SM 570材） について，高温時における弾性係数の低下率を図-3.3.7に示
す3.6)．

図-3.3.7より ，SS400材およびSM 490材の高温時における鋼材の弾性係数は，ほぼ同様の傾向を示し，
400 までは常温時の約90％と低下は小さいが， 600 で常温時の約60～70％まで低下する．一方，
SM 570材では，500 まではSS400材およびSM 490材と同様の傾向を示しているが，600 で常温時の約

55％まで低下する．

図-3.3.7 高温時における鋼材の弾性係数（ SS400［ SS41］， SM 490［ SM 50］， SM 570［ SM 58］） 3.6)

高力ボルト

高力ボルト （ F10T） について，高温時および加熱冷却後の常温時における弾性係数を図-3.3.8に示
す3.9)．

図-3.3.8より ，高力ボルトの高温時における弾性係数は，加熱温度が上昇すると と もに徐々に低下
し，550 で常温時の約50％と なる．一方，加熱冷却後の常温時における弾性係数は，300から 900 の

広い範囲にわたり ，常温時と ほと んど変わらず推移する．

図-3.3.8 高温時および加熱冷却後の常温時における高力ボルトの弾性係数（ F10T［ M 22×90］） 3.9)
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(2) コンク リ ート
コンク リ ートが加熱されると ，骨材の膨張およびセメント水和物の収縮によっ て生じる応力により ，

コンク リ ート内部に微細なひび割れが発生し， コンク リ ートの力学特性が低下する． したがっ て，高

温時におけるコンク リ ートの力学特性は，使用する骨材，セメントの種類，水セメント比，さらには，

圧縮強度試験時の供試体の材齢などによっ て異なると 言われている 3.4), 3.10), 3.11)．

ここでは，既往の試験結果3.12)から，設計基準強度に着目したコンク リ ートの高温時における応力－

ひずみ関係を示すと と もに，圧縮強度ならびに弾性係数の変化を示す．なお， ここに示す試験結果の

一例は，骨材に硬砂岩系骨材， セメ ントには普通ポルト ラ ンドセメ ント を用い， 設計基準強度が

21N/mm2（ W/C=58％） の普通コンクリ ートと ， 42N/mm2（ W/C=41％） および60N/mm2（ W/C=32％）
の高強度コンク リ ートと した供試体を， 0.8から 1.25 /minで加熱し，所定の温度で60～90分間一定の
温度を保っ た状態で圧縮強度試験を行っ ている．

a) 応力－ひずみ関係
高温時におけるコンク リ ートの応力－ひずみ関係を図-3.3.9～図-3.3.11に示す3.12)．ここで，図-3.3.9
～図-3.3.11では，各温度における応力－ひずみ関係が，ひずみ0.1％ずつオフセッ トし示されている．
図-3.3.9～図-3.3.11より ，高温時における普通コンク リ ート（ 設計基準強度： 21N/mm2） の応力－ひ

ずみ関係は，加熱温度が上昇するほど圧縮強度が低下し，最大圧縮ひずみが増大する．また，常温か

ら 200 程度までは，初期勾配が直線であるのに対し，300 を超えると初期勾配は徐 に々低下し始め，

500 を超えると初期勾配は著しく 低下する．一方，高強度コンクリ ート（ 設計基準強度： 42N/mm2，

60N/mm2） の場合，普通コンク リ ートと ほぼ同様の傾向を示しているが，400 程度までの温度下にお

いては，圧縮強度に達し，応力－ひずみ曲線が負勾配になっ た直後に破壊が見られる．

図-3.3.9 高温時におけるコンク リ ートの応力－ひずみ関係（ 設計基準強度： 21N/mm2） 3.12)

図-3.3.10 高温時におけるコンク リ ートの応力－ひずみ関係（ 設計基準強度： 42N/mm2） 3.12)
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図-3.3.11 高温時におけるコンク リ ートの応力-ひずみ関係（ 設計基準強度： 60N/mm2） 3.12)

b) 圧縮強度
設計基準強度に着目したコンクリ ートの高温時における圧縮強度を図-3.3.12に示す3.12)．

図-3.3.12より ，設計基準強度にかかわらず，加熱温度が200 を超えると 圧縮強度は大きく 低下し，

設計基準強度が高いコンク リ ートほど圧縮強度の低下が大きい．設計基準強度が21N/mm2の場合，

500 で常温時の約70％まで圧縮強度が低下し，設計基準強度が60N/mm2の場合，同じく 500 で常温

時の約50％まで圧縮強度が低下する．

図-3.3.12 高温時におけるコンク リ ートの圧縮強度3.12)
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設計基準強度に着目したコンク リ ートの加熱冷却後の常温時における圧縮強度を図-3.3.13に示す
3.12)．なお，加熱は高温時の場合と 同様，目標温度まで加熱を行い，冷却に際しては，急激に冷却して

供試体に損傷を与えないよう ，加熱炉の上部の蓋を少し開けた状態で2日間炉内において徐冷し，圧縮
強度試験を行っ ている．

図-3.3.13より ，コンク リ ートの加熱冷却後の常温時における圧縮強度は，高温時における圧縮強度
と ほぼ同様な低下傾向を示す．

図-3.3.13 加熱冷却後の常温時におけるコンク リ ートの圧縮強度3.12)
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c) 弾性係数
設計基準強度に着目したコンク リ ートの高温時における弾性係数（ E1/3： 圧縮強度の1/3の応力度に
おける割線弾性係数） を図-3.3.14に示す3.12)．

図-3.3.14より ，設計基準強度にかかわらず，弾性係数の低下率に大きな差はなく ，加熱温度が100
で常温時の約80％まで弾性係数が低下し， 500 で常温時の約20～30％まで低下する．

図-3.3.14 高温時におけるコンク リ ートの弾性係数（ E1/3）
3.12)

設計基準強度に着目したコンクリ ートの加熱冷却後の常温時における弾性係数（ E1/3： 圧縮強度の1/3
の応力度における割線弾性係数） を図-3.3.15に示す3.12)．

図-3.3.15より ，設計基準強度にかかわらず，弾性係数の低下率に大きな差はなく ，高温時における
弾性係数と ほぼ同様な低下傾向を示す．

図-3.3.15 加熱冷却後の常温時におけるコンク リ ートの弾性係数（ E1/3）
3.12)
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(3) 爆裂現象3.4), 3.13)

火災のよう な高温加熱を受けたコンク リ ートは，力学特性の変化だけでなく ，表層部のコンク リ ー

トが爆裂音と と もに剥離・ 飛散する現象が起こる． この現象を爆裂と呼ぶ．既往の研究3.4), 3.13)では，

爆裂の原因は，熱応力説，水蒸気圧説およびこれらの複合作用に大別されるが，そのメカニズムは完

全には解明されていないのが現状である．ここでは，両説の概要を以下に述べる．図-3.3.16に爆裂発
生の模式図を示す3.13)．

a) 熱応力説
コンクリ ート部材は加熱されると ，表層の加熱面は高温と なるが， コンク リ ートは熱を伝えにく い

材料であるため，内部の温度上昇は緩慢で，表層部と内部で大きな温度差が生じる（ 図-3.3.16 赤線）．
コンク リ ートは温度上昇に比例して熱膨張するが，内部の熱膨張量に対して表層部の熱膨張量は大き

く ，表層部に熱応力（ 圧縮応力） が生じる（ 図-3.3.16 赤矢印）．この圧縮応力がコンクリ ートの圧縮
強度を超えると ，圧縮破壊すなわち爆裂が引き起こされると いう メカニズムである．

b) 水蒸気圧説
コンクリ ートは，セメント，水および骨材などを練り 混ぜて製造される．練り混ぜに用いた水のす

べてが水和反応すること なく ， コンク リ ート中に自由水と して存在する． コンクリ ートが火災により

加熱を受けると ， この自由水がコンク リ ート中の空隙で気化し，水蒸気と なっ て圧力が発生する． こ

の水蒸気圧に起因する膨張力（ 図-3.3.16 青矢印） が加熱側表層のコンク リ ートを押し出す向きに作
用し， コンク リ ートの引張強度を超えると 爆裂が引き起こされると いう メカニズムである．

図-3.3.16 爆裂発生の模式図3.13)

c) 熱応力と水蒸気圧の複合作用
爆裂のメカニズムと しては，上記のよう に熱応力説と 水蒸気圧説が考えられているが，実際には，

どちらが原因で爆裂が発生しているのかは，正確に把握されていない．そのため，一般的には，熱応

力と水蒸気圧の複合作用によっ て爆裂が生じると いう メカニズムの方が，熱応力単独あるいは水蒸気

圧単独によるより も，爆裂が発生しやすいと 考えられている． また，高強度のコンク リ ートほど組織

が緻密になるため，加熱によっ て生じるコンク リ ート中の自由水や水蒸気が移動しにく く なり ，爆裂

の可能性が高く なると 考えられている． さらに，既往の研究結果3.4)では，含水率が4％程度を下回れ
ば爆裂が生じないと いう 報告も見受けられる．
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3.3.2 Eurocode

(1) 鋼材
a) 応力－ひずみ関係

Eurocode3.14)では，高温時における鋼材の応力－ひずみ関係と して，図-3.3.17および表-3.3.1に示す
よう なモデルを与えている．

図-3.3.17 高温時における鋼材の応力－ひずみ関係のモデル3.14)

表-3.3.1 高温時における鋼材の応力－ひずみ関係の算定式3.14)

ここに， ： 温度 における比例限界強度

： 温度 における降伏強度

： 温度 における弾性係数
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： 比例限界ひずみ

： 降伏ひずみ

： 降伏限界ひずみ

： 終局ひずみ

図-3.3.17および表-3.3.1より ，比例限界ひずみは，フ ッ クの法則より ，降伏ひずみは2％，
降伏限界ひずみは15％，終局ひずみは20％と与えられている．なお，日本の鋼材では， SM 490Y材相
当と考えられる．また，高温時の比例限界強度 ，降伏強度 ，および弾性係数 は，式(3.3.1)
～式(3.3.3)で示される．

(3.3.1)

(3.3.2)

(3.3.3)

ここに， ： 比例限界強度の低減係数

： 降伏強度の低減係数

： 弾性係数の低減係数

： 常温時の降伏強度

： 常温時の弾性係数
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b) 降伏強度と弾性係数
Eurocode3.14)において規定されている高温時における鋼材の降伏強度および弾性係数の低減係数を

表-3.3.2および図-3.3.18に示す．
表-3.3.2および図-3.3.18より ， Eurocodeでは降伏強度は400 ，弾性係数は100 までは低下がない

と 規定されている．しかし，その温度を超えると 著しく 低下し始め， 800 以上では，両者と も，常温

時の10％以下と なる．

表-3.3.2 高温時における鋼材の降伏強度および弾性係数の低減係数3.14)

図-3.3.18 高温時における鋼材の降伏強度および弾性係数の低減係数3.14)

温度（ ） 降伏強度 弾性係数

20 1.000 1.000 

100 1.000 1.000 

200 1.000 0.900 

300 1.000 0.800 

400 1.000 0.700 

500 0.780 0.600 

600 0.470 0.310 

700 0.230 0.130 

800 0.110 0.090 

900 0.060 0.068 

1000 0.040 0.045 

1100 0.020 0.023 

1200 0.000 0.000 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 200 400 600 800 1000 1200

低
減
係
数

温度（ ）

降伏強度

弾性係数



44 

 (2) コンク リ ート
a) 応力－ひずみ関係

Eurocode3.15)では，高温時における普通コンク リ ートの応力-ひずみ関係と して，図-3.3.19および表
-3.3.3に示すよう なモデルを与えている．

図-3.3.19 高温時におけるコンク リ ートの応力－ひずみ関係のモデル3.15)

表-3.3.3 高温時におけるコンク リ ートの応力－ひずみ関係の算定式3.15)

ここに， ： 高温時における圧縮強度

： 高温時における最大圧縮ひずみ

： 高温時における終局ひずみ

高温時における圧縮強度は，鋼材の降伏強度と同様に，低減係数を用いて式(3.3.4)で示される．

(3.3.4)

ここに， ： 圧縮強度の低減係数

： 常温時の圧縮強度
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b) 圧縮強度
Eurocode3.15)において規定されている高温時におけるコンク リ ートの圧縮強度の低減係数を表-3.3.4
および図-3.3.20に示す． Eurocodeでは，高温時におけるコンク リ ートの圧縮強度は，骨材によっ て多
少異なるが，両者と も100 から温度の上昇に伴い低下すると規定されている．

表-3.3.4 高温時におけるコンク リ ートの圧縮強度の低減係数3.15)

＊： 重量の80％以上の骨材を含む

図-3.3.20 高温時におけるコンク リ ートの圧縮強度の低減係数3.15)

温度（ ）
圧縮強度低減係数

珪岩質骨材コンク リ ート 石灰岩質骨材コンク リ ート ＊

20 1.000 1.000 

100 1.000 1.000 

200 0.950 0.970 

300 0.850 0.910 

400 0.750 0.850 

500 0.600 0.740 

600 0.450 0.600 

700 0.300 0.430 

800 0.150 0.270 

900 0.080 0.150 

1000 0.040 0.060 

1100 0.010 0.020 

1200 0.000 0.000 
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3.3.3 Eurocodeと 鋼構造耐火設計指針

図-3.3.21には鋼材の降伏強度の低減係数について，鋼構造耐火設計指針3.2)， Eurocode3.14)ならびに

Franssen3.16)の提案式を合わせて示す．

通常，常温時に降伏点が明瞭でない高張力鋼などの降伏強度は， 0.2％耐力が用いられる． しかし，
200から 400 程度の温度領域では， 0.2％耐力に到達した後も応力が上昇3.6), 3.7)すること から， 0.2％耐
力では，高温時における有効な降伏強度は， 200から 400 の領域においてやや過小評価と なる． この

よう な理由から，鋼構造耐火設計指針では1％ひずみ強度， Eurocodeでは2％ひずみ強度と し，高温時
における鋼材の降伏強度の低減係数を規定している．ここで，鋼構造耐火設計指針ではSN400（ SS400）
と SN490（ SM 490） の2つの材質について定義され， Eurocodeでは材質に関係なく 定義されている．な
お，図-3.3.21における破線は，式(3.3.5)に示すFranssenの提案した鋼材の降伏強度の低減係数算定式
による値である．同図より ， この提案式は， Eurocodeにおける降伏強度の低減係数を高い精度で近似
していること がわかる．

(3.3.5) 

ここに， ： 温度 下での降伏強度の低減係数

： 鋼材の受熱温度（ ）

図-3.3.21 高温時における鋼材の降伏強度の低減係数3.2), 3.14), 3.16)
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3.4 鋼材およびコンク リ ートの熱物性値

3.4.1 鋼材

鋼材は温度が上昇すると ，降伏強度および弾性係数が低下するだけでなく ，性質にも変化が生じる．

ここでは， Eurocode3.14)における鋼材の熱物性値（ 密度，熱伝導率，比熱） を式(3.4.1)～式(3.4.3)およ
び図-3.4.1，図-3.4.2に示す．
図-3.4.1，図-3.4.2より ，鋼材の熱伝導率は常温から 800 まで低下し， 800 からは一定値と してい

る．比熱は常温時から徐 に々増加し，700から 800 の範囲で一時的に急上昇し，900 からは一定値と

している．比熱の700から 800 での急激な上昇は，変態現象によるものである．鋼材は，鉄と炭素の

合金であり ，温度が上昇すると ある結晶構造から他の結晶構造に変化する． この現象によっ て自由エ

ネルギーが消費されるため， Eurocodeでは，一時的に比熱の値を大きく し， その影響を考慮している
と 考えられる．

(1) 密度(kg/m3)

(3.4.1) 

(2) 熱伝導率(W/mK )

(3.4.2)

ここに， ： 鋼材の温度（ ）

図-3.4.1 鋼材の熱伝導率3.14)
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(3) 比熱(J/kgK )

(3.4.3)

ここに， ： 鋼材の温度（ ）

図-3.4.2 鋼材の比熱3.14)

図-3.4.1，図-3.4.2に示した鋼材の熱物性値は，温度に依存して変化する値である．ただし，温度依
存性を考慮しないで簡易的に熱物性値を用いる場合は，表-3.4.1に示す値を用いる．

表-3.4.1 温度依存性を考慮しない場合の鋼材の熱物性値

密度（ kg/m3） 熱伝導率（ W/mK） 比熱（ J/kgK）
7850 45.0 640 
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3.4.2 コ ンク リ ート

鋼材と同様， Eurocode3.15)におけるコンク リ ートの熱物性値（ 密度，熱伝導率，比熱） を式(3.4.4)～
式(3.4.7)および図-3.4.3～図-3.4.5に示す．
図-3.4.3～図-3.4.5より ，コンク リ ートは，熱により コンクリ ート内の水分が蒸発すること を考慮し，
密度は徐々に減少する．熱伝導率は， コンク リ ートの不均質性を考慮し，上限値および下限値が規定

されている．熱伝導率の値は，温度上昇に伴い減少し，熱が伝わり にく く なる． コンクリ ート自体の

比熱（ 含水率0％の場合）は，若干の変化は見られるが，高温下でも大きな変化は見られない．しかし，
図-3.4.5に示すよう に， 100から 200 においてコンク リ ートの含水率によっ ては比熱の値が大きく な

っ ている．コンク リ ートのよう に水分を含む材料は，100 になると 内部の水分が蒸発し，熱エネルギ

ーが消費される． この現象を潜熱と いい，一時的に材料の温度が上昇しにく く なる． Eurocodeでは，
115 で比熱がピーク値になると し，100から 115 および115から 200 の間を一時補完すること で潜熱

の影響を比熱に換算している．比熱のピーク値は，含水率3％および10％の場合，それぞれ2020J/kgK
および5600J/kgKと なり ，この値を頂点と する三角形の面積が，コンクリ ート中の水分の蒸発による消
費エネルギーと なる．

(1) 密度(kg/m3)

(3.4.4) 

ここに， ： コンク リ ートの温度（ ）

図-3.4.3 コンクリ ートの密度3.15)

 10047.232354 cc  

c
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ここに， ： コンク リ ートの温度（ ）

図-3.4.4 コンクリ ートの熱伝導率3.15)
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(3) 比熱(J/kgK)
含水率0％での比熱は， Eurocode 23.15)では式(3.4.6)， Eurocode 43.3)では簡易的な式と して式(3.4.7)を
規定している．

(3.4.6)

(3.4.7)

ここに， ： コンク リ ートの温度（ ）

図-3.4.5 コンクリ ートの比熱3.15)

表-3.4.2に，鋼材と同様に，温度依存性を考慮しない場合の値を示す．

表-3.4.2 温度依存性を考慮しない場合のコンクリ ートの熱物性値

密度（ kg/m3） 熱伝導率（ W/mK） 比熱（ J/kgK）
2300 1.6 1000 

900cc
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0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

0 200 400 600 800 1000 1200

比
熱
（

J/
kg

K
）

温度（ ）

含水率10％

含水率3％

含水率0％



52 

3.5 まと め

本章では，火災荷重，高温時および加熱冷却後の常温時における鋼材と コンク リ ートの力学特性，

鋼材と コンク リ ートの熱物性値について示した． その結果，それぞれ以下のこと が確認できた．

(1) 火災荷重
火災荷重は，火炎からの対流熱伝達と放射熱伝達による熱流束で表され，熱流束の算定に必要と な

る火災温度は，火災温度－時間曲線と して， Eurocodeでは， ISO曲線（ 標準温度－時間曲線）， EX曲線
（ 外部火災曲線） およびHC曲線（ 炭化水素曲線） の3種類が用いられている． また， トンネルに対す
る火災温度－時間曲線と して，ドイツのRABT曲線やオランダのRWS曲線も用いられる．

(2) 鋼材の力学特性
a) 応力－ひずみ関係
鋼材は，加熱温度の上昇に伴い大きく 変化し，SS400材およびSM 490材では300 ，SM 570材では200
を超える温度を受けると降伏点が消滅する．高力ボルトは，常温においても明瞭な降伏点は見られな

い．

b) 降伏強度と引張強度
高温時

鋼材の降伏強度は，各材料と も， 500から 600 で常温時の約50％と なる． SS400材およびSM 490材
の引張強度は， 200から 300 の領域において青熱脆性の影響により 一時的に上昇する．高力ボルト

の引張強度は， 300 を超えると 急激に低下する．

加熱冷却後

鋼材の降伏強度および引張強度は， SS400材およびSM 490材では， 700 を超えると 若干低下が見ら

れ， SM 570材では， 600 を超えると著しく 低下する．高力ボルトの引張強度は， 400 を超えると

直線的に低下し， 800 で常温時の約40％と なる．
c) 弾性係数
高温時

鋼材は， 600 で常温時の約60～70％と なり ，高力ボルトは， 550 で常温時の約50％と なる．
加熱冷却後

高力ボルトは， 300から 900 の範囲では，常温時と ほと んど変わらない．

d) Eurocode 
降伏強度は400 ，弾性係数は100 から低下し始め，800 以上では両者と も，常温時の10％以下に
まで低下する．

 (3) コンク リ ートの力学特性
a) 応力－ひずみ関係
高温時における応力－ひずみ関係は，加熱温度が上昇するほど，圧縮強度が低下し最大圧縮ひずみ

が増大する．

b) 圧縮強度
高温時および加熱冷却後の常温時における圧縮強度は，設計基準強度にかかわらず，加熱温度が

200 を超えると大きく 低下し，設計基準強度が高いほどその低下は大きい．

c) 弾性係数
高温時および加熱冷却後の常温時における弾性係数は，設計基準強度にかかわらず，低下率に大き
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な差はなく ，加熱温度が100 で常温時の約80％まで低下する．
d) Eurocode
圧縮強度は，骨材によっ て多少異なるが，両者と も 100 から温度の上昇に伴い低下する．

(4) 鋼材およびコンク リ ートの熱物性値
a) 鋼材

Eurocodeでは，熱伝導率は，常温から 800 まで低下し，800 からは一定値と なる．また，比熱は，

常温時から徐 に々増加し， 700から 800 の範囲において変態による結晶構造の変化で，一時的に数値

が大きく なり ， 900 以降は一定値と なる．

b) コンク リ ート
Eurocodeでは，密度は， コンク リ ート中の水分の蒸発により 減少する．熱伝導率は， コンク リ ート
の不均質性を考慮し，上限値および下限値が規定され， その値は温度の上昇に伴い減少する．また，

比熱は， 100から 200 においてコンク リ ートの含水率により数値が大きく なり ，潜熱の影響を比熱に

換算している．

既往の試験結果による鋼材や高力ボルトの力学特性に関する文献は，様々な場所で材料試験が行わ

れ，かなり 古いものが多い． また，橋梁用高性能鋼材（ SBHS） が新たにJIS化され，東京ゲートブリ
ッ ジなどで使用されている． そこで，今後，橋梁の構造部材と して使用頻度の高い鋼材や高力ボルト

について，鋼材の溶接部，高力ボルトの軸力や摩擦係数におよぼす影響，加熱冷却後の疲労耐久性も

含め，同じ環境下で材料試験を行い，力学特性を体系的に再度整理する必要があるものと考えられる．
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第４章

火災時における鋼合成桁の受熱温度

4.1 概説

本章では，火災時の鋼合成桁の受熱温度を把握すること を目的と して，桁下で火災が発生した場合

を想定した加熱実験を行い，鋼桁およびコンク リ ート内部の受熱温度を測定すると と もに，解析値と

比較・ 検討を行っ た結果について述べる 4.1), 4.2)．

4.2 加熱実験による鋼合成桁の受熱温度

(1) 実験供試体
実験供試体の側面を図-4.2.1，断面を図-4.2.2にそれぞれ示す．図-4.2.2には， K熱電対（ クロメル・
アルメル熱電対： 使用温度範囲200～1000 ，過熱使用限度1200 ） の設置位置も併せて示す．実験供

試体は，ロビンソンタイプの合成床版を有する鋼合成桁であり ，加熱範囲は，支間中央の4.0mである．
加熱実験（ 火災温度－時間関係）は，橋梁直下でタンクローリ ー車が横転・ 炎上4.3)したこと を想定し，

ユーロコード（ Eurocode） で規定されている炭化水素曲線（ HC： 最高温度1100 ） で行っ た 4.4)．鋼桁

および底鋼板の熱電対の設置位置は，図-4.2.2に示すと おり である．一方， コンク リ ートには，表面
と表面からそれぞれ30mm， 75mm， 120mmの位置に熱電対を設置した．

図-4.2.1 実験供試体の側面および受熱温度計測位置（ 単位： mm）
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図-4.2.2 実験供試体の断面および熱電対設置位置（ 単位： mm）

(2) 受熱温度の算定
鋼桁および合成床版（ 底鋼板およびコンク リ ート ） の受熱温度の算定手法は，「 鋼構造耐火設計指針

（ 日本建築学会） 4.5)」 にもと づく 一次元差分法を用いた．なお，加熱面は3面加熱と し，合成床版の
受熱温度は，底鋼板（ 厚さ ： 9mm） およびコンク リ ート （ 厚さ ： 150mm） を， それぞれ， 1層と 13層
に分割して行っ た．鋼材およびコンク リ ートの熱伝導率や比熱などの熱物性値は，温度依存性を考慮

すると と もに 4.6), 4.7)， コンク リ ートの含水率は3％と仮定した．以下にその概要を示す．
a) 鋼桁の受熱温度
鋼材が火炎に覆われるよう な火災を想定する場合，鋼材の熱伝導率が大きく ，かつ板厚が薄いため，

鋼材の内部温度を鋼材の表面温度と近似しても大きな差は生じない． したがっ て，鋼材内部の熱伝導

率を無視し，火炎と鋼材表面の熱伝達のみを考慮するのが一般的である．

Eurocode4.6)で用いられている無耐火被覆鋼材の受熱温度の算定式を式(4.2.1)に示す。

(4.2.1) 

ここに， ： t秒間の鋼材の上昇温度（ ）

： 無耐火被覆鋼材に対する断面係数

： 単位長さあたり の鋼材の火災暴露面積（ m2/m）
： 単位長さあたり の鋼材の体積（ m3/m）
： 鋼材の比熱（ J/kgK）
： 鋼材の密度（ kg/m3）

： 単位面積あたり の熱流束（ W/m2）［ 第3章式(3.2.1)参照］
： 時間増分（ 秒）

式(4.2.1)において， は，単位長さあたり の鋼材の火災暴露面積 と単位長さあたり の鋼材

体積 の比で表される断面係数である．ここで，H形鋼の断面を考えた場合，図-4.2.3 に示すよう に，
単位長さあたり の鋼材の火災暴露面積は，火炎に曝される周長，単位長さあたり の鋼材の体積は，鋼

材の断面積と考えること ができる．

200100 100

1
50

355 355

4
0

1200

8
4

0
9

490

180180

30
0

3
00

25
16

21050 50

30
4

5

17
5

55
45

熱電対設置位置

tq
c

VA
fi

ss

m
s 


 ＝

fiq
t

s
sc

V
mA

s
VAm

VAm mA
V



57 

： 断面の幅（ m）
： 鋼材の高さ （ m）
： 断面積（ m2）

： ウェ ブの厚さ（ m）
図-4.2.3  H形鋼に対する断面係数

b) 合成床版（ 底鋼板およびコンク リ ート） の受熱温度
床版内の受熱温度は，図-4.2.4に示すよう に，火炎が直接床版に接する場合の一次元モデルを想定
して算出する．まず，中間層（ 第2層～第n-1層） の厚さを dで一定と し，境界層（ 第1層および第n層）
を中間層の1/2の厚さにする．よっ て，各層の温度（ 境界層は表面温度，中間層は層の中心温度） 間の
距離はdで一定と なる． そして，各層の熱収支を考え，底鋼板およびコンク リ ートの温度を算出する．
図-4.2.4より ，境界層における流入，流出する熱流束（ および ） は，第3章で与えられる．
一方，床版内部のi層における流入，流出する熱流束（ から ） は， Fourierの法則により ，式(4.2.2)
で表される．

(4.2.2) 

ここに， ： 鋼材あるいはコンク リ ートの熱伝導率（ W/mK）
： i 層の厚さ （ m）

そして，熱収支を考慮するこ と により ， 秒間における i層の受熱温度算定式は，式(4.2.3)で示さ
れる．

(4.2.3) 
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ここに， ： t秒間の i 層の上昇温度（ ）

： 鋼材あるいはコンク リ ートの比熱（ J/kgK）
： 鋼材あるいはコンク リ ートの密度（ kg/m3）

： 時間増分（ 秒）

図-4.2.4 解析モデル

(3) 実験結果
加熱試験は，大阪工業大学所有の大型水平加熱炉で行っ た．写真-4.2.1 に，実験供試体の設置状況
を示す．

写真-4.2.1 実験供試体の設置状況

つぎに，測定値の一例と して，図-4.2.1 の計測 における鋼桁および合成床版（ 底鋼板，コンクリ

ート） の受熱温度を，それぞれ，図-4.2.5，図-4.2.6 に実線で示す．同図には，合わせて，一次元差分
法による解析値を破線で示す．なお，加熱実験は，桁の変形が大きく なっ たため，開始24分で終了し
た．また，鋼桁および底鋼板の測定値は，左右で大きな差異が見られなかっ たため，平均値を示して

いる．
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図-4.2.5 鋼桁の受熱温度

図-4.2.6 底鋼板およびコンク リ ート内部の受熱温度

同図より ，下フランジおよびウェ ブの受熱温度は，直接炎に曝されているため，開始20分程度で，
ほぼ炉内と同じ温度になっ た．また，解析値は，比較的測定値を追随する結果と なっ ている．

一方，上フランジおよび底鋼板の受熱温度の解析値は，測定値より も大きな結果と なっ た． また，

コンク リ ート内部の受熱温度は，水分の蒸発にエネルギーが消費される潜熱の影響により ，100 付近

で上昇が見られない結果と なっ た．

その要因と して，加熱実験中，コンク リ ートより 多量の水蒸気が出ていたこと も踏まえると ， コン

ク リ ートに含まれる水分の割合が多いため， コンクリ ート内部の温度が上昇せず，結果的に，コンク

リ ートに接している上フランジや底鋼板の受熱温度も， コンク リ ートに接していない下フ ランジやウ

ェ ブに比べて低く なっ たと 考えられる．
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4.3 まと め

一次元差分法により ，鋼合成桁が炎に曝された場合の鋼桁下フランジおよびウェ ブの受熱温度は，

比較的精度良く 推定すること ができた．一方， コンク リ ートやコンク リ ートに接する鋼材の受熱温度

の評価には， コンク リ ートの含水率による比熱変化をできるだけ忠実に再現すること が重要であり ，

さらなる検討が今後必要であると 考えられる．
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第５章

火災時における鋼合成桁の終局耐力

5.1 概説

第2章で示したよう に，近年，不審火，放火，沿線火災あるいは車両事故による炎上により ，一般
橋梁や高架橋の火災事例が国内外を問わず数多く 報告されている． しかしながら，橋梁では，トンネ

ルのよう な大規模な火災事例は少なく ，火災時における性能照査手法は必ずしも明確に示されていな

いのが現状である．一方，耐荷力に関する性能照査を行う 場合，高温状態での終局耐力をより正確に

評価する必要があり ， そのため 2種類以上の外力が同時に作用する場合の相関関係を予め把握してお
く こと が重要と なる．

そこで，本章では，高温時における曲げモーメントと せん断力が同時に作用する場合の相関式も含

め，鋼合成桁を対象に写真-5.1.1 および写真-5.1.2 に示す斜張橋やポータルラーメン橋のよう な軸力
と曲げモーメント，あるいは軸力と せん断力ならびに曲げモーメントが同時に作用する場合の相関関

係について検討を行っ た． ここでは， その検討結果を踏まえ，火災時における橋梁の性能照査に必要

と される終局耐力相関曲線ついて述べる 5.1)～5.3)．

写真-5.1.1 斜張橋： 著者撮影

写真-5.1.2 ポータルラーメン橋： 著者撮影
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5.2 高温時における終局耐力相関曲線

5.2.1 解析条件

M-Q（ 曲げモーメントと せん断力）， N-M（ 軸力と曲げモーメント） ならびにN-Q-M（ 軸力と せん断
力と曲げモーメント）について，各相関式を誘導するにあたり ，以下の8つの仮定を設けること と する．

鋼合成桁に正曲げモーメントが作用する場合，塑性中立軸は， コンク リ ート床版内に存在すること

が多く ，鋼桁はすべて引張域と なり ，鋼部材の座屈が生じないコンパクト断面5.4), 5.5)と なる．よっ て，

本検討では，高温時の弾性係数は考慮しないものと する．

ポータルラーメン橋などの不静定構造物で火災が発生した場合，鋼桁の熱膨張による変形が桁端部

で拘束され熱応力が生じること が想定される． しかしながら，鋼桁製作時の溶接による残留応力と

同様，終局時には鋼材の延性により平均化されるものと 考えられる． そこで， ここでは，火災時に

生じる熱応力の影響は考慮しないものと する．

作用する曲げモーメント，軸力は，それぞれ，正曲げモーメント，軸圧縮力と する．

せん断力は，すべて鋼桁ウェ ブで負担するものと する．

橋梁直下でタンクローリ ー車が横転・ 炎上した事故を想定した合成桁での既往の熱伝導解析5.6)や図

-5.2.1 に示す加熱実験結果5.7), 5.8)より ，コンク リ ート床版内の受熱温度は約100 と 全体と して大き

く 上昇していない．また， コンク リ ートの許容耐火温度5.9)以下であること から， ここでは，加熱に

伴う コンク リ ートの圧縮強度の低下は考慮しないものと する．

既往の熱伝導解析5.6)や図-5.2.1に示す加熱実験結果5.7), 5.8)より ，上フランジと ウェ ブおよび下フラン

ジと の温度差は約100から 300 であり ，加熱時間の経過に伴いその差は小さ く なること から，加熱

による鋼桁の温度は，各部位の全面が一様に上昇かつ分布するものと する．

鋼材の降伏強度は，急激な強度低下が始まる350 あるいは400 以降について，鋼構造耐火設計指

針5.10)およびEurocode5.11)と は同様の傾向で強度低下する（ 第3章参照）． また，橋梁直下で起きたタ
ンクローリ ー車の横転・ 炎上事故では，火災による温度が1200 と 推定5.12)されていること から，強

度低下を1200 の温度まで定義されているEurocodeの低減係数を用いて評価する．
既往の研究5.13)により ，加熱時のスタッ ドの静的押抜きせん断試験結果によるせん断耐力は，加熱温

度が700 の場合，常温時の75％，ずれ定数も 700 程度までであれば大きく 変化しないと の結果が

得られている．今後，700 以上の高温に対しても同様の検討が必要と考えられるが，今回は，鋼桁

と コンク リ ート床版と の間に生じるずれは考慮しないものと する．
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図-5.2.1 既往の加熱実験結果による鋼桁およびコンク リ ート床版の受熱温度5.7), 5.8)

5.2.2 高温時の全塑性曲げモーメント，全塑性軸力ならびに全塑性せん断力

図-5.2.2(a)に示すよう に，合成桁に正曲げモーメントのみが作用する場合，鋼桁およびコンク リ ー
ト床版の軸力のつり 合いより ，塑性中立軸 は式(5.2.1)より 求められる．

(5.2.1)

ただし，

ここに， ： 鋼の降伏強度（ N/mm2）

： 鋼桁の断面積（ mm2）

： コンク リ ート床版の有効幅（ mm）
： コンク リ ートの設計基準強度（ N/mm2）

よっ て， 時の全塑性曲げモーメント は次式で表される．

(5.2.2)

ここに， ： 鋼桁上フランジの断面積（ mm2）

： 鋼桁ウェ ブの断面積（ mm2）

： 鋼桁下フランジの断面積（ mm2）

： コンク リ ート床版の厚さ （ mm）
： 鋼桁上フランジの厚さ（ mm）
： 鋼桁ウェ ブの高さ（ mm）
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図-5.2.2 高温時の全塑性曲げモーメントと全塑性軸力ならびに全塑性せん断力

： 鋼桁の高さ（ mm）
： 鋼桁下フランジの厚さ（ mm）

一方，図-5.2.2(b)に示すと おり ，合成桁に圧縮力が作用する場合， 時の全塑性軸力 は次式

で表される．

(5.2.3) 

ここに， ： コンク リ ート床版の断面積（ mm2）

また，図-5.2.2(c)に示すと おり ， 時の全塑性せん断力 は次式で表される．

(5.2.4) 

ここに， ： 鋼の降伏せん断応力（ N/mm2）

5.2.3 高温時の M-Q（ 曲げモーメントと せん断力） 5.6), 5.14)の相関式

高温時において，鋼桁は加熱による降伏強度低下が要因で，軸方向の引張力が大幅に低下するこ と

から，力のつり あいにより ，塑性中立軸はコンク リ ート床版内に存在する．

図-5.2.3を参照すると ，曲げモーメ ント と せん断力が同時に作用したと きの塑性中立軸 は式

(5.2.5)より 求められる．

(5.2.5) 

ここに，

： せん断力作用時の降伏強度の低減係数
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図-5.2.3 曲げモーメントと せん断力が同時に作用する場合の応力分布（ M-Q）

以上より ，せん断力が作用する 時の全塑性曲げモーメント は次式で表される．

(5.2.6)

よっ て，合成桁の受熱温度 において，曲げモーメントと せん断力が同時に作用する場合の相関

式は，式(5.2.6)を式(5.2.2)で除すと ，次式と なる．

(5.2.7) 

ここに，

なお， Eurocode5.15)では，せん断力作用時の降伏強度の低減係数を次式で規定している（ 図-5.2.4）．
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図-5.2.4 曲げモーメントと せん断力が同時に作用する場合の応力分布（ Eurocode5.15)）

また，鋼・ 合成構造標準示方書（ 土木学会） 5.4)では，曲げモーメントと せん断力が同時に作用する

場合，合成断面力に対する照査式が規定されている．その4乗則式の分母を 時の全塑性曲げモーメ

ント と ，全塑性せん断力 にそれぞれ置換えると ， 時の相関関係は次式で表すこと がで

きる．

(5.2.10) 

5.2.4 高温時の N-M（ 軸力と 曲げモーメント） 5.1)， N-Q-M（ 軸力と せん断力と 曲げモー
メント ） の相関式

合成桁断面に圧縮の軸力が作用した場合，その大きさによっ て，塑性中立軸の位置が変化する． そ

こで，ここでは以下の4ケースに分けて，相関式の誘導を行っ ていく ．なお， 時の全塑性曲げモー

メント は，前述の式(5.2.2)および式(5.2.6)で表され，また， 時の全塑性軸

力 は，次式で表される．

(5.2.11)

なお，軸力と曲げモーメントが同時に作用する場合，つまり ，せん断力が同時に作用していない場

合， の値を 1.0と すること で，相関関係を求めるこ と ができる．

a) CASE-1： 塑性中立軸が床版内（ 図-5.2.5）
軸力が作用する場合， b)にc)の状態が加わること と なり ，軸力 は次式で表される．
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図-5.2.5 CASE-1： 軸力と せん断力ならびに曲げモーメントが同時に
作用する場合の応力分布（ N-Q-M）

一方，軸力が作用する 時の全塑性曲げモーメント は次式で表される．

(5.2.13) 

よっ て，合成桁の受熱温度 において，軸力と曲げモーメントあるいはそれらと せん断力が同時

に作用する場合の相関式は，式(5.2.13)を式(5.2.6)で除すと ，次式と なる．

(5.2.14) 
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図-5.2.6 CASE-2： 軸力と せん断力ならびに曲げモーメントが同時に
作用する場合の応力分布（ N-Q-M）

b) CASE-2： 塑性中立軸が上フランジ内（ 図-5.2.6）
CA SE-1と 同様， a) = b) + c)であり ， c)の状態を考えると 軸力 は次式で表される．

(5.2.15) 

ここに， ： 鋼桁フランジの幅（ mm）

一方，軸力が作用する 時の全塑性曲げモーメント は次式で表される．
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図-5.2.7 CASE-3： 軸力と せん断力ならびに曲げモーメントが同時に
作用する場合の応力分布（ N-Q-M）

c) CASE-3： 塑性中立軸がウェ ブ内（ 図-5.2.7）
CA SE-1 と 同様， a) = b) + c)であり ， c)の状態を考えると 軸力 は次式で表される．

(5.2.18) 

ここに， ： 鋼桁ウェ ブの厚さ（ mm）

一方，軸力が作用する 時の全塑性曲げモーメント は次式で表される．

(5.2.19)
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に作用する場合の相関式は，式(5.2.19)を式(5.2.6)で除すと ，次式と なる．

(5.2.20) 

ここに，
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図-5.2.8 CASE-4： 軸力と せん断力ならびに曲げモーメントが同時に
作用する場合の応力分布（ N-Q-M）

d) CASE-4： 塑性中立軸が下フランジ内（ 図-5.2.8）
CA SE-1と 同様， a) = b) + c)であり ， c)の状態を考えると 軸力 は次式で表される．

(5.2.21)

一方，軸力が作用する 時の全塑性曲げモーメント は次式で表される．

(5.2.22)

ここに，

よっ て，合成桁の受熱温度 において，軸力と曲げモーメントあるいはそれらと せん断力が同時

に作用する場合の相関式は，式(5.2.22)を式(5.2.6)で除すと ，次式と なる．

(5.2.23) 
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ここに， 
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5.3 高温時における各相関の数値計算例

(1) 計算条件
高温時における各相関式を用いた数値計算を行う 上で，対象と した門型ラーメン構造における上部

工の断面形状およびその断面構成を，図-5.3.1および表-5.3.1に示す．

図-5.3.1 対象橋梁の断面形状（ 寸法単位： mm）

表-5.3.1 対象橋梁の断面構成

(2) 計算結果
各計算結果は，一例と して，火災時における鋼桁の受熱温度を 400から 800 まで上昇させ， それぞ

れ常温時の全塑性曲げモーメント，全塑性軸力ならびに全塑性せん断力で除し無次元化したものであ

る．

a) 高温時の M（ 曲げモーメント）， Q（ せん断力） および N（ 軸力） の単独作用
まず，高温時の M（ 曲げモーメント） のみ，および Q（ せん断力） のみが作用した場合の計算結果
を，それぞれ，図-5.3.2および図-5.3.3に示す．図-5.3.2 より ，M / Mpℓ は常温から 400 の場合で 1.00，
500 で 0.79， 600 で 0.49， 700 で 0.24， 800 で 0.12 と 高温になるほど低下し， Q / Qpℓ も図-5.3.3
より ，ほぼ同様の数値で低下すること がわかる． これは，降伏強度に低減係数を乗じて耐力を算出し

ているために生じており ，鋼材の降伏強度の低減係数と同様の低下傾向を示している．

4000

7890
3434

250

15221484

16

22

15
500

500

コンク リ ート床版

鋼桁

t u 16 mm A s 41260 mm2

t w 15 mm A u 8000 mm2

t ℓ 22 mm A w 22260 mm2

b s 500 mm A ℓ 11000 mm2

h s 1522 mm σ y 355 N/mm2

h w 1484 mm

b c 3434 mm A c 858500 mm2

h c 250 mm σ ck 40 N/mm2

コンクリ ート床版

鋼桁

※ bc： 有効幅
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図-5.3.2 高温時の M（ 曲げモーメント）

図-5.3.3 高温時の Q（ せん断力）
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つぎに，高温時の N（ 軸力）のみが作用した場合の計算結果を図-5.3.4に示す．同図より ，N / Npℓ は，

常温から 400 の場合で 1.00， 500 で 0.93， 600 で 0.82， 700 で 0.74， 800 で 0.70 と ， M（ 曲げ
モーメント）， Q（ せん断力） と 同様，高温になるほど低下するが，本数値計算において，加熱に伴う
コンク リ ートの圧縮強度の低下を考慮していないこと から， その低下率は小さ く なること がわかる．

図-5.3.4 高温時の N（ 軸力）

b) 高温時の M-Q（ 曲げモーメントと せん断力） の相関
高温時のM-Q（ 曲げモーメントと せん断力） 相関の計算結果を図-5.3.5に示す．図-5.3.5より ，せん
断力の影響がない Q / Qpℓ  = 0 のと きの M / Mpℓ は，高温になるほど低下し， 800 では0.12と 常温か
ら 400 の場合の10％程度まで低下する．一方，せん断力が作用すると ，常温から 400 の場合，Q / Qpℓ

= 0.3 以下であると M / Mpℓ の低下はほと んど見られないが， Q / Qpℓ  = 0.8 を超えると 急激に低下し，
最終的に Q / Qpℓ  = 0 のと きと 比べ， M / Mpℓ は0.51と 1/2程度まで低下する．この M / Mpℓ の低下の傾

向は， 600 ， 800 の場合も同様であり ，いずれも Q / Qpℓ  = 0 のと きの1/2程度にまで低下する． こ
のよう にせん断力を受ける場合，高温時の全塑性せん断力に対する作用せん断力の割合が1.0に近づく
ほど M / Mpℓ ，すなわち曲げ耐力は急激な低下を示すこと がわかる． また，参考までにEurocode5.15)

で規定されているせん断力作用時の降伏強度の低減係数，および鋼・ 合成構造標準示方書5.4)に規定さ

れている合成断面力の照査式（ 4乗則式） を適用した計算結果を図-5.3.6に示す．図-5.3.6より ，今回
誘導した相関式による計算結果は， Eurocodeや鋼・ 合成構造標準示方書による計算結果に比べて常温
から 400 ， 600 では，若干，強度低下が大きく 生じている範囲があるが，高温になるほどその差は

小さ く なっ ている． これは， Eurocodeでは，式(5.2.9)に示すよう に全塑性せん断力の50％までは，作
用せん断力の影響を無視していること ，鋼・ 合成構造標準示方書に規定されている合成断面力の照査

式では，簡易的な設計式と して示されているため， このよう な差が生じているものと 考えられる．
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図-5.3.5 高温時のM-Q相関

図-5.3.6 高温時のM-Q相関（ Eurocode5.15)と 鋼・ 合成構造標準示方書5.4)合成断面力照査式）
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合成断面力照査式 (4乗則式) 

Eurocode5.15) 
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c) 高温時の N-M（ 軸力と曲げモーメント） の相関
図-5.3.7 に高温時の N-M（ 軸力と曲げモーメント） 相関の計算結果を示す．図-5.3.7 より ，軸力の
影響がない N / Npℓ = 0 のと きの M / Mpℓ は，高温になるほど低下し，800 では前述の高温時の M（ 曲
げモーメント） や高温時の M-Q（ 曲げモーメントと せん断力） の場合と同様，常温から 400 の場合

の 10％程度まで低下していること がわかる．一方，軸力が作用すると ，例えば，常温から 400 の場

合， N / Npℓ  = 0.51 のと き M / Mpℓ は 1.33 と 最大と なり ， 600 ， 800 の場合も同様に軸力の影響が

ない N / Npℓ  = 0 のと きと比べ上昇する．しかしながら，M / Mpℓ が上昇する領域（ 相関曲線と 赤色破

線と で与えられる部分） は，高温になるほど狭く なり ，同時に，軸力と曲げモーメントの相関曲線で

与えられる非崩壊領域も，高温になるほど狭く なる．例えば， 800 （ 黄色着色部分） の領域は，常温
～400 （ 灰色着色部分） と比べ，約 88％減少すること がわかる． このよう に，軸力が作用していな
い断面において，塑性中立軸の位置がコンクリ ート床版内に存在する場合，軸力を受けること により ，

コンク リ ートの有効断面が増大するため， M / Mpℓ ，すなわち曲げ耐力は上昇するが，受熱温度の上

昇に伴っ て全体的に M / Mpℓ は低下すること がわかる．

図-5.3.7 高温時の N-M相関

d) 高温時の N-Q-M（ 軸力と せん断力と曲げモーメント） の相関
図-5.3.8に各温度でのN-Q-M（ 軸力と せん断力と曲げモーメント） 相関の計算結果を示す．図-5.3.8
より ，受熱温度が常温から 400 ， 600 ， 800 と 上昇するにつれて全体的に M / Mpℓ は低下する．

また，軸力と曲げモーメントの相関曲線で与えられる非崩壊領域（ 黄色着色部分） は，せん断力の作

用が大きく なるほど狭く なり ，Q / Q θ
pℓ  = 1.0 と なる場合，すなわち，常温から 400 では Q / Qpℓ = 1.0，

600 では Q / Qpℓ  = 0.47， 800 では Q / Qpℓ = 0.11 と なると き，せん断力の影響がない Q / Qpℓ  = 0 の
非崩壊領域（ 灰色着色部分） と比べ， それぞれ， 51％， 53％， 41％程度減少する． このよう に，軸力
を受ける場合，床版コンク リ ートの有効断面が増加し， M / Mpℓ は上昇するが，受熱温度の上昇と せ

ん断力の作用により ， せん断力を負担する鋼桁ウェ ブがさらに強度低下すること でM / Mpℓ すなわち

曲げ耐力が低下するこ と がわかる．
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(a) 常温～400

(b) 600
図-5.3.8 高温時の N-Q-M相関
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(c) 800
図-5.3.8 高温時の N-Q-M 相関（ つづき）
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e) 高温時の N-Q（ 軸力と せん断力） の相関
高温時のN-Q-M（ 軸力と せん断力と曲げモーメント） 相関の計算結果から， M / Mpℓ  = 0 と し， N-Q
（ 軸力と せん断力） の関係を整理した結果を図-5.3.9に示す．図-5.3.9より ，せん断力が作用していな
い Q / Qpℓ = 0 のと きのN / Npℓ は，常温から 400 の場合で1.00， 600 で0.82， 800 で0.70と 高温にな
るほど低下する．一方，せん断力が作用すると ，常温から 400 の場合，Q / Qpℓ  = 0.4 を超えると N / Npℓ

は徐々に低下し，最終的に Q / Qpℓ  = 0 のと きと 比べ， 18％程度低下する．この N / Npℓ の低下は，高

温になるほど小さく なり ， 800 では，僅か3％程度である． また，前述の高温時のM-Q（ 曲げモーメ
ントと せん断力） 相関と比べ， Q / Qpℓ の増加に伴う N / Npℓ の低下は緩やかであり ，せん断力の影響

は小さいこと がわかる．

図-5.3.9 高温時の N-Q相関
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項目

せん断力 310 kN
軸力 1304 kN

曲げモーメント 772 kNm

断面力

5.4 落橋温度の推定方法

ここでは一例と して，誘導した相関式を用い，図-5.3.1で示した断面を有する支間長20m，高さ 6m
の門型ラーメン構造の桁端から 6m，すなわち，死荷重および土圧により ，表-5.4.1に示す断面力N-Q-M
（ 軸力と せん断力と曲げモーメント） が同時に作用する位置で火災が発生したものと し，被災した橋

梁の落橋温度の推定を行う こと と する．なお，断面構成は，表-5.3.1に示すと おり である．

表-5.4.1 死荷重および土圧により作用する断面力

ここで，鋼桁の受熱温度が600 と 仮定した場合の詳細な計算結果を示す．まず，全塑性せん断力 ，

曲げモーメントと せん断力が同時に作用した場合の塑性中立軸 ならびに全塑性曲げモーメント

の計算結果は，それぞれ式(5.2.4)，式(5.2.5)ならびに式(5.2.6)より ，以下のと おり と
なる． なお， Eurocode5.11)より 600 の場合の鋼材の降伏強度の低減係数は0.47と する．

つぎに， 600 時の全塑性軸力 の計算結果は，式(5.2.11)より以下のと おり と なる．

一方，軸力 が作用しているので，式(5.2.12)より は以下のと おり と なる．

すなわち， と なり ，塑性中立軸はコンク リ ート床版内に位置

する．


pQ

  222602144/3101800035547.0 2 pN
8585004085.01100035547.0 

h

 
Qpp NN , 

   
34344085.0

222603552144/310147.0
34344085.0

11000800035547.0 2









x

    222603552144310147.021626.58250800035547.0 2 pM
   222152226.582501100035547.0162148426.58250 

x 
 

Qpp MM , 

214422260335547.0 
pQ kN 

7080 kNm 

6.58 mm 

  2.1134344085.0/101304 3 h mm 

2508.696.58  chxx mm 

36034 kN 

1304N kN 
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よっ て，軸力と せん断力が同時に作用した600 時の全塑性曲げモーメント の計算

結果は，式(5.2.13)より 以下のと おり と なる．

ここで，式(5.2.13)の は，コンク リ ート床版の図心位置から，軸力のみが作用した状

態で合計曲げモーメントの値が0と なる位置までの距離である．
以上の数値計算より ， ＞ と なり ，対象と した橋梁は受熱温度が

600 の場合，破壊に至らないこと がわかる．

そこで， このよう な方法で鋼材の温度をさらに上昇させて， ≒

と なる鋼材の温度を算定すると ， 883 （ ） に達した場合，

と なり ， この温度が落橋温度と推定すること ができる．

図-5.4.1 に火災時における温度を 400 から 200 ずつ上昇させて計算した対象橋梁の N-Q-M 相関
の結果を示す．図-5.4.1 より ，対象と した橋梁は 883 を超えると 非落橋領域から落橋領域へ移行す

ること がわかる．

図-5.4.1 各温度における対象橋梁の N-Q-M相関
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5.5 まと め

本検討は，鋼合成桁を対象と し，火災時において軸圧縮力と正曲げモーメントあるいは軸圧縮力と

せん断力ならびに正曲げモーメントと いっ た2種類以上の外力が同時に作用する場合の終局耐力の相
関関係を検討し， その結果をと り まと めたものである．今回の検討結果から以下のこと が明らかと な

っ た．

受熱温度の上昇に伴い，曲げモーメントやせん断力のみが作用する場合の耐力は，鋼材の降伏強度

の低減係数と同様の傾向で低下する． これは，降伏強度に低減係数を乗じて耐力を算出しているか

らである．一方，全塑性軸力も低下はするものの，曲げモーメントやせん断力と比べてその割合は

小さい．

曲げモーメントと せん断力が同時に作用する場合，曲げ耐力は，最大で1/2程度にまで低下する．
軸圧縮力と曲げモーメントが同時に作用する場合，床版コンク リ ートの有効断面が増大するため，

曲げモーメントのみが作用する場合と比べて曲げ耐力は上昇するが，受熱温度が上昇すること によ

り ，全体的に曲げ耐力は低下する．

軸圧縮力と せん断力ならびに曲げモーメントが同時に作用する場合，床版コンクリ ートの有効断面

が増大するため，曲げ耐力は上昇するが，受熱温度の上昇と せん断力の作用により ，せん断力を負

担する鋼桁ウェ ブがさらに強度低下するため，軸力と曲げモーメントのみが同時に作用する場合よ

り も曲げ耐力は低下する．

軸圧縮力と せん断力が同時に作用する場合，せん断力の影響による軸力の低下は，高温になるほど

小さく ，曲げモーメントと せん断力が同時に作用する場合と比べて軸力の低下は緩やかであり ， せ

ん断力の影響は小さい．

以上より ，曲げモーメントと せん断力が同時に作用する桁橋のよう な構造と比べ，斜張橋やポータ

ルラーメン橋のよう な軸圧縮力と曲げモーメントの作用が卓越する場合，あるいは軸圧縮力と せん断

力ならびに曲げモーメントが同時に作用する場合では，床版コンクリ ートの有効断面が増大するため，

曲げ耐力は上昇するこ と が明らかと なっ た．また，このよう な2種類以上の外力が同時に作用するよう
な構造では，本文で提示した各相関を考慮すること で，火災時における終局耐力を適切に評価するこ

と が可能になるものと 考えられる．

今後の課題と して，本検討結果の妥当性と火災時に生じる熱応力の影響について，実験および数値

解析による検証を行う 必要がある．
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第６章

火災による落橋事例をモデルケースと した耐荷力の推定

6.1 概説

本章では，第5章で誘導した終局耐力相関式をもと に，第2章で示した州間幹線道路 I -75号線9-M i le
跨道橋（ アメ リ カ） 6.1), 6.2)の落橋事例をモデルケースと し，耐荷力の推定を行い，落橋要因に関して検

討を加えた． ここでは，その検討結果について述べる．なお，検討にあたっ ては，以下に示す照査方

法をもと に行っ た．

橋梁下での火災事故を想定した場合，鋼桁が直接炎に曝されること から，第3章で示したよう に火
災を受けた構造部材は温度上昇に伴う 強度低下により 耐力が低下する．また，第1章で示したよう に
ユーロコード（ Eurocode） 6.3)では，火災時における構造物の安全性を確保するため，以下に示す時間，

温度ならびに耐荷力と いっ た 3つの視点で照査法を規定している．

部材の最高温度到達時間 ＜ 設計耐火時間

部材の最高温度 ＜ 限界（ 許容） 温度

高温下における部材（ 構造物） の耐力 ＞ 作用力

ここでは， の視点から，検討を行う こと と する．

6.2 対象橋梁の概要 6.4)

本跨道橋の一般図を図-6.2.1に示す．本橋はゲルバー構造であり ， そのヒ ンジ部の構造は日本のも
のと は異なり ， アイバーによる吊構造と なっ ている．総幅員は20.24m， 10本の鋼桁は2.08m間隔で配
置されている．鋼桁は厚さ 203mmのコンクリ ート床版と スタ ッ ドにより 合成されている．
鋼桁には， A STM -A36の W36×135 と W36×160がそれぞれ支持桁部と吊桁部に使用されている．本
検討に用いた鋼桁（ W36-135，W36-160），吊材（ L ink bar），鉄筋（ #6 Rebar） および RC床版の断面寸
法と力学特性を表-6.2.1 に示す．また，図-6.2.1および表-6.2.1 より ，死荷重により 発生する断面力の
値を表-6.2.2 に示す．
落橋要因の推定にあたっ ては，以下に示す 4 つの破壊形態を想定し，部材の受熱温度により 低下し
た耐力と ，死荷重により発生する断面力と を比較すること で各々の耐荷力を算出すること と する．

ゲルバー桁吊材の引張破壊

支持桁支点上のせん断破壊

吊桁の正曲げ破壊

支持桁支点上の負曲げ破壊

なお，高温時における鋼材の強度低下については，ユーロコード（ Eurocode） 6.5)による降伏強度低

減係数を高い精度で評価している Franssen6.6)の低減係数算定式（ 第3章参照） を用いること と した．
また，桁直下火災時，車両の通行はないと 想定，つまり ，活荷重により発生する断面力は考慮しない
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フランジ幅 ： 303.4mm フランジ幅 ： 304.8mm
フランジ厚 ： 20.2mm フランジ厚 ： 25.9mm
ウ ェブ厚 ： 15.2mm ウ ェブ厚 ： 16.6mm
桁高 ： 903.0mm 桁高 ： 914.4mm

降伏強度 ： 248N/mm2 降伏強度 ： 248N/mm2

板幅 ： 190.5mm 断面積 ： 285.2mm2/本
板厚 ： 19.1mm 降伏強度 ： 300N/mm2

降伏強度 ： 248N/mm2

床版厚 ： 203mm 床版厚 ： 203mm
有効幅 ： 2080mm 有効幅 ： 912mm

圧縮強度 ： 30N/mm2 圧縮強度 ： 30N/mm2

（GC間） (支点B上)

L ink bar ＃6 Rebar (≒D19)

床版

正曲げ部 負曲げ部

※ 桁1本あたり2枚使用

吊材 鉄筋

鋼桁

支持桁部 吊桁部

W36-135 W36-160

こ と と する．

図-6.2.1 一般図（ 寸法単位： mm）

表-6.2.1 各材料の寸法と力学特性

(b) 断面図

(a) 側面図
A'

M F M M F M
8840 23770 23930 11580

B' G' C' C G B A

1520 1680

W36× 135 W36× 135W36× 160

20240

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
9 @ 2080 = 18720

20
3

火災発生位置

吊桁 支持桁

支持桁支点

ゲルバー桁吊材
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死荷重により

発生する断面力

ゲルバー桁吊材の引張力 183 kN

支持桁支点上のせん断力 210 kN

吊桁の正曲げモー メント 1017 kN･m

支持桁支点上の負曲げモー メント 330 kN･m

項目

表-6.2.2 死荷重により 発生する断面力

6.3 高温時における受熱温度の推定

高温下における合成桁の耐荷力を算出するにあたり ，汎用解析ソフト「 SOFiSTiK」 を用いて熱伝導
解析を行っ て受熱温度を把握し，事前に条件設定を行っ た．図-6.3.1 にその解析モデルと 炎に曝され
たと仮定する範囲を示す．なお，解析で使用した鋼材と コンク リ ートの熱物性値 6.5), 6.7), 6.8)については

第3章に示すと おり である． また，与える火災温度は，本跨道橋の直下でタンクローリ ー車が横転・
炎上した事故であること から，ユーロコード（ Eurocode） 6.3)で規定されている油火災を想定した火災

温度－時間関係である最高温度が 1100 の HC曲線（ 炭化水素曲線） を用いること と し，桁下は一様
に炎に曝されたものと 仮定した．

図-6.3.1 解析モデルと 炎に曝された範囲

解析モデル例

吊材部分（ Ｂ－Ｂ）吊桁部分（ Ａ－Ａ）

炎に曝された範囲

吊桁

吊材

支持桁

コンク リ ート床版

火災

炎に曝された範囲

Ａ

Ａ Ｂ

Ｂ

吊桁 支持桁

ゲルバー桁吊材

支持桁支点M M F 
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上フランジ

床版下縁より 40mm 

床版上縁より 40mm

床版中央部

吊桁（ 吊材含む） の熱伝導解析の結果を図-6.3.2に示すが，算定した吊桁の受熱温度は，ウェ ブが
上縁，中央ならびに下縁の平均値，上フランジと 下フランジが上縁，下縁の平均値で示し，吊材の受

熱温度は，上縁，中央ならびに下縁の平均値で示す．同図より ，鋼桁の受熱温度は，下フ ランジやウ

ェ ブに比べて上フランジは低く ，下フランジと ウェ ブは時間の経過と と もにほぼ同じ数値で上昇して

いる． また，吊材の受熱温度は，鋼桁上フランジと比べて若干高く ，時間の経過にと もなう 上昇の傾

向は同じである． コンクリ ート床版内の受熱温度は，加熱された下部では加熱開始約14分で，圧縮強
度の低下が始まる約100 に上昇するものの，中央部および上部ではほと んど上昇するこ と なく 推移し，

全体的に鋼桁のよう な大きな温度上昇は見られない． これは，既往の合成桁に関する熱伝導解析や加

熱実験結果6.9)～6.11)と ほぼ同様の傾向である．そこで，この解析結果を踏まえ，耐荷力を評価するう え

で，以下に示す条件を設けること と した．

コンク リ ート床版内の受熱温度は，中央部および上部ではほと んど上昇すること なく 推移している

こと から， コンク リ ート床版下面から加熱による床版の内部温度の上昇範囲は，下面から床版厚の

1/3程度と し， それより 上部では温度上昇は生じないものと する．
コンク リ ート床版の上段に配置されている橋軸方向鉄筋は，加熱による影響は受けない（ 常温状態

と同様）．

コンクリ ート床版の下段に配置されている橋軸方向鉄筋の温度は，加熱温度θ より 非常に小さい

こと から，加熱による強度低下は生じない．

加熱による鋼桁の温度は，せん断破壊がウェ ブの温度，曲げ破壊については，下フランジより 温度

が低い上フランジの温度と し，各部位では全体にわたり 温度が均一に上昇，かつ分布するものと す

る．

図-6.3.2 跨道橋（ 吊桁・ 吊材） の受熱温度
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6.4 高温下における耐荷力の推定 6.12)～6.14)

(1) ゲルバー桁吊材の引張破壊
高温時における吊材の軸方向耐荷力 は，低減係数 を用いて次式で算定すること ができる．

ただし，部材周辺は均一に加熱されるものと 仮定する．

(6.4.1) 

ここに， ： 温度 での鋼材の降伏強度の低減係数

： 鋼材の降伏強度（ =248N/mm2）

： 吊材の断面積（ mm2）

したがっ て，吊材の軸方向耐荷力 の算定結果は，図-6.4.1 に示すと おり と なり ， 830 を超え

ると死荷重を支持できなく なる．

図-6.4.1 吊材の軸方向耐荷力の算定結果

(2) 支持桁支点上のせん断破壊
高温時における支持桁支点上のせん断耐荷力 は，低減係数 を用いて次式で算定すること が

できる．なお，せん断力は鋼桁ウェ ブがすべて負担するものと 仮定する．

(6.4.2)

ここに， ： 鋼桁ウェ ブの断面積（ mm2）

したがっ て，支持桁支点上のせん断耐荷力 の算定結果は，図-6.4.2に示すと おり と なり ，820
を超えると 死荷重を支持できなく なる．
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図-6.4.2 支持桁支点上のせん断耐荷力の算定結果

(3) 吊桁の正曲げ破壊
6.3に示す仮定より ， コ ンク リ ート床版の常温部， 高温部における軸方向圧縮耐力を， それぞ
れ ， と すると ， それらは次式で計算するこ と ができる．

(6.4.3) 

(6.4.4)

ここに， ： コンク リ ートの圧縮強度（ =30N/mm2）

： 常温部のコンク リ ート床版の断面積（ mm2）

： 高温部のコンク リ ート床版の断面積（ mm2）

： 温度 におけるコンクリ ートの圧縮強度の低減係数

したがっ て， コンク リ ート床版が負担できる軸方向圧縮力は，次式と なる．

(6.4.5) 

一方，鋼桁の温度がそれぞれ上フランジ ，ウェ ブ ，下フランジ での軸方向引張力は，

せん断力の影響を考慮し，せん断力をすべて鋼桁ウェ ブで負担するものと して，

(6.4.6) 
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ただし，せん断力作用時の降伏強度は， Von Miesesの降伏条件式より ，

ここに， ： 温度 での鋼桁上フランジの降伏強度の低減係数

： 温度 での鋼桁ウェ ブの降伏強度の低減係数

： 温度 での鋼桁下フランジの降伏強度の低減係数

： 鋼桁上フランジの断面積（ mm2）

： 鋼桁ウェ ブの断面積（ mm2）

と なる ． 鋼桁は加熱によ り 軸方向引張力が大幅に低下するこ と から ， 高温時では， たえず

> なる条件が成り立つので，塑性中立軸は図-6.4.3に示すと おり コンク リ ート床版内に存
在する．

図-6.4.3 正曲げを受ける場合の温度分布と応力分布

このと き塑性中立軸の位置 （ コンクリ ート床版内の常温部に存在すると仮定） は，次式で示すこ

と ができる．

(6.4.7)

したがっ て，高温時の正の曲げ耐力は，次式から算定すること ができる．

(6.4.8)
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ただし， （ mm）
（ mm）
（ mm）

吊桁の正の曲げ耐荷力 の算定結果は，図-6.4.4 に示すと おり と なり ，720 を超えると 死荷

重を支持できなく なる．

図-6.4.4 吊桁の正の曲げ耐荷力の算定結果

(4) 支持桁支点上の負曲げ破壊
6.3に示す仮定より ，上下段鉄筋の軸方向耐力を，それぞれ ， と すると ，次式で計算す

ること ができる．

(6.4.9)

(6.4.10)

ここに， ： 鉄筋の降伏強度（ =300N/mm2）

： コンク リ ート床版内の上段鉄筋の断面積（ mm2）

： コンク リ ート床版内の下段鉄筋の断面積（ mm2）

一方，せん断力の影響を受ける負曲げ部の耐荷力は，せん断力をすべて鋼桁ウェ ブで負担するもの

と し，塑性中立軸の位置が鋼桁ウェ ブ内に存在する場合（ 図-6.4.5），鋼桁の温度がそれぞれ上フラン
ジ ，ウェ ブ ，下フランジ での軸方向耐力は，次式で示すこと ができる．なお，塑性中

立軸の位置が鋼桁上フランジ内や下段鉄筋内に存在する場合でも同様に，軸方向力のつり 合い条件か

ら負の曲げ耐荷力を算定すること ができる．

(6.4.11) 
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ただし，

ここに， ： 鋼桁ウェ ブの板厚（ mm）
： 鋼桁ウェ ブの高さ（ mm）

図-6.4.5 負曲げを受ける場合の温度分布と応力分布

このと きの塑性中立軸の位置 は，次式で示すこと ができる．

(6.4.12) 
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支持桁支点上の負の曲げ耐荷力 の算定結果は，図-6.4.6に示すと おり と なり ， 800 を超え

ると死荷重を支持できなく なる．

図-6.4.6 支持桁支点上の負の曲げ耐荷力の算定結果

以上より ，算定した各破壊形態の落橋温度を図-6.4.7にまと めて示す．なお，同図は縦軸を死荷重
により 発生する断面力（ ， ， ） で無次元化し，高温時の耐荷力計算における鋼材の強度低下

は， Franssenの提案式を用いて算定した．同図より ，吊材の引張破壊，支持桁支点上のせん断破壊，
吊桁の正曲げ破壊および支持桁支点上の負曲げ破壊が生じると きの温度は，それぞれ，830 ，820 ，

720 および800 である．

図-6.4.7 各破壊形態における落橋温度
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(5) 落橋要因の推定
6.3で行っ た熱伝導解析結果（ 図-6.4.8，図-6.4.9） をもと に各破壊形態が落橋温度に到達する時間
を算定し，各破壊形態の落橋温度と到達時間の関係を整理して表-6.4.1にまと めて示す．同表より ，
吊材の引張破壊，支持桁支点上のせん断破壊，吊桁の正曲げ破壊および支持桁支点上の負曲げ破壊が

生じると きの落橋温度の到達時間は， それぞれ， 20.4分， 9.5分， 16.2分および17.7分である．すなわ
ち，火災が生じてからの時間を考慮すること で，支持桁支点上のせん断破壊が他の全てに先行し， 9.5
分で落橋温度である820 に達したものと 考えられる．

本検討結果から，支持桁支点上の鋼桁ウェ ブでせん断破壊が生じ，耐力を失っ たこと が発端と なっ

て，吊桁が落橋に至っ たものと推察される． このよう に火災を受けた橋梁の各破壊形態における落橋

温度は，高温時における材料強度の低下を考慮した耐荷力と ，死荷重により 発生する断面力から算定

でき，熱伝導解析を通じてその到達時間を推定すること ができる． そして，各破壊形態の落橋温度と

その到達時間を比較すること で，落橋に至る可能性が最も高い破壊形態を特定できる．

図-6.4.8 落橋温度と その到達時間（ 吊桁・ 吊材）

図-6.4.9 落橋温度と その到達時間（ 支持桁）
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表-6.4.1 各破壊形態における落橋温度到達時間

6.5 まと め

本文では，9マイル跨道橋の火災事例をモデルケースと して，設計図面と いく つかの仮定にもと づき，
火災による落橋要因と して4つの破壊形態を想定し，その落橋温度と落橋温度に到達する時間を推定し
た．その結果，落橋要因と して最も可能性が高い破壊形態は，支持桁支点上のせん断破壊であっ た．

写真-6.5.1に示す落橋後の状況写真からも，支持桁支点上の鋼桁のせん断破壊と と もに吊材のピンが
破壊している様子も伺える．なお，本検討結果は，加熱により 鋼桁が受ける温度について，各部位で

は全体にわたり均一に上昇かつ分布するものと 仮定し落橋温度を算定している．そのため，鋼桁各部

位が受ける温度上昇と その分布の違いについては考慮されていない．今後は，鋼桁各部位が受ける温

度上昇と その分布の違い，吊材のピンの破壊過程も踏まえ，本跨道橋が落橋した要因についてさらに

検討を加えていく 必要がある．

このよう な立体交差部におけるタンクローリ ー車の横転・ 炎上による火災事故は，わが国でも十分

に想定され，それにと もなう 通行止め，補修・ 補強，架け替えに要する経済的損失は多大なものであ

る．したがっ て，火災事故が懸念される橋梁においては，計画的な維持・ 補修（ 予防保全） と して，

下面に耐火工6.15)～6.17)を施すと いっ た対策も今後必要になると考えられる．

写真-6.5.1 落橋後の支持桁および吊材の状況 6.18)

破壊形態 落橋温度（ ） 到達時間（分）

ゲルバー桁吊材の引張破壊 830 20.4
支持桁支点上のせん断破壊 820 9.5
吊桁の正曲げ破壊 720 16.2
支持桁支点上の負曲げ破壊 800 17.7

支点上のせん断破壊
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第７章

耐火対策

7.1 概説

第2章では，火災による橋梁の代表的な損傷事例を詳述した．橋梁が火災を受けると ，最悪の場合
落橋も考えられ，落橋に至らない場合でも，調査や補修・ 補強などによる長期的な交通規制が必要と

なり ， その社会的経済損失は計り しれないものがある． また， このよう な落橋に至るよう なリ スクは

常に存在しており ，発生する確率は低いと してもゼロと はいえない．一方，トンネル構造物では，過

去に火災による大きな被害を受けたこと から，耐火対策に関する研究が精力的に進められ，様々な耐

火対策が施されている．しかしながら，橋梁では，トンネル構造物のよう な大規模な火災事例は少な

く ，必ずしも耐火対策の実施が要求されていないのが現状である．わが国では，これから本格的な橋

梁の維持管理時代を迎え，既存の橋梁を末永く 安全に安心して利用できるよう ，計画的な維持・ 補修

（ 予防保全） 対策が求められる． また，都市内道路網の整備により ，立体交差，半地下構造の道路を

跨ぐ橋およびダブルデッ キ構造の橋梁が増加し，今後もさらに増加するものと 予想され， それに伴い

車両事故などの火災による橋梁の被災件数も増加するものと考えられる． このよう なこと から，万一

火災事故が発生した場合でも橋梁の安全性が保持でき，安心して利用できるよう な，十分に要求性能

を備えた耐火工（ 耐火パネル） の開発が必要と考えられる．

そこで，本章では，耐火対策と して，図-7.1.1 に示すよう な橋梁用の耐火工（ 耐火パネル） の開発
を進めるにあたり ，耐火パネルを構成するフレーム構造と ，使用する耐火材の種類やその組み合せを

検討するための基礎的な加熱実験，その結果を踏まえて実橋への適用に向けたフレーム構造による耐

火パネル単体ならびに鋼合成桁に耐火パネルを取り付けた加熱実験を行っ た． ここでは，実験結果と

その考察について述べる．

図-7.1.1 耐火パネルを用いた橋梁用耐火工のイメージ
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7.2 建築やトンネル構造物で実施されている耐火対策の現状

建築やトンネル構造物では，耐火対策と して，吹付け系，ボード系およびブランケッ ト （ 巻付け）

系と いっ た様々な耐火材料が用いられている． ここでは，建築やトンネル構造物での耐火対策の現状

を示し，次節でそれぞれの耐火材料の特徴と その施工方法について詳述する．

7.2.1 建築構造物 7.1)～7.4)

耐火構造と認められてきた鉄筋コンク リ ート造の建築構造物のよう に，鉄骨造の建築構造物では，

熱に弱い鋼材に対し比較的熱に強いコンク リ ートを耐火被覆材と して利用してきた． その後，コンク

リ ートに変わる軽量耐火被覆材と して，吹付け系の耐火材が主流と なり ，昭和30年代の吹付け石綿か
ら始まり ， その後の石綿規制により完全無石綿の材料が開発され，建築構造物の耐火，断熱以外にも

船舶の耐火，吸音など幅広い用途に使用されるよう になっ た．ボード系の耐火材は，材料と して主に

6種類（ ケイ酸カルシウム板，石膏ボード， A LC 板，押出し成形セメント板，穴あき PC 板，繊維強
化セメント板［ スレート］） が挙げられ，各材料単独で用いられること は少なく ，合成耐火被覆構造の

形で柱・ 梁の鉄骨・ 鋼管の耐火被覆に利用されている． ブランケッ ト （ 巻付け） 系の耐火材は，開発

されてすでに 30 年を経過するが， 2000年の建築基準法の改正により ，耐火認定制度が従来の仕様規
定から性能規定になり ，柱・ 梁・ 耐力壁などの耐火試験の判定基準が温度判定から座屈判定に変わっ

た．その結果，コスト面で最も安価で市場占有率90％と言われていた「 吹付けロッ クウール」 と も十
分に競争できる状況と なり ， その適用範囲は拡大され，施工面積も年々増加している．なお，鉄筋コ

ンクリ ート造では，近年，コンク リ ートの設計基準強度が 60N/mm2を超える高強度コンク リ ートを使

用した超高層共同住宅が建設されるよう になり ，高強度コンク リ ートについては，内部組織が緻密と

なり ，火災加熱による爆裂現象が激しく なること から，耐火対策が必要であると いわれるよう になっ

ている．

7.2.2 トンネル構造物 7.5)～7.15)

わが国の道路トンネルの耐火対策は，道路法（ 第46条） により ，水底トンネルおよび長さ 5km以上
のトンネルについては，危険物積載車両の通行を禁止できること から，積極的に検討された事例は少

なかっ た． しかしながら，危険物を含まないトンネル火災で，内部温度が1000 にまで上昇したこと

から，近年，耐火対策の重要性が認識され，精力的に研究が進められるよう になっ た． トンネル構造

物では，主に，沈埋トンネル，シールドトンネルならびに開削工法による矩形断面トンネルにおいて，

覆工を耐火被覆材で覆う 対策が行われている． トンネル火災では，急激に1000 以上の温度に達する

こと から，高温度下におかれるコンク リ ートは，高強度，高密度，高応力下になるほど爆裂 崩壊( )し
やすい．

道路トンネルの耐火被覆材は， 1000 以上の高温に耐えう る吹付け系，ボード系ならびにブランケ

ッ ト（ 巻付け） 系の3種類に分類され，各タイプはメーカーで実施した実験などにより ，一定の耐火性
能は保証されているものの， その特徴や施工性により 使用用途に応じて使いわけられ，天井部または

壁部には単独の耐火被覆材が，可撓性継手部では組合せて使用されているのが現状である．表-7.2.1
に道路トンネルの耐火対策事例の一覧を示すが，耐火被覆材は， 1997年に開通した大阪港湾咲州トン
ネルを皮切り と して，主に沈埋トンネルを中心と して設置されている．東京湾横断道路トンネルはシ

ールドトンネルであるが，海底トンネルであるため耐火被覆材が施されている．また，内陸部のシー

ルドトンネルである首都高速中央環状新宿線や品川線においては，2次覆工が省略されていること から，
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新宿線では，吹付け系およびボード系の耐火被覆材がトンネル全長に渡っ て施され，品川線では，火

災によっ て燃焼される側にポリ プロピレン繊維を混入させた図-7.2.1に示すよう な耐火機能一体型RC
セグメントが，耐火工と して採用されている．近年，建設コストの縮減と いっ た観点から，今後のシ

ールドトンネルでは，2次覆工省略型が主流と なること も予想され，高価な耐火被覆材の代替えと して，
ポリ プロピレン繊維を混入させた耐火工が増加すること も考えられる．

表-7.2.1 道路トンネルの耐火対策事例 7.5), 7.6), 7.9), 7.11)～7.15)

図-7.2.1 首都高速中央環状品川線での耐火機能一体型RCセグメント 7.14)

トンネル名(供用年) 構造形式 火災想定温度 主な部材許容温度 耐火被覆材

大阪港咲州トンネル

(1997) 
沈埋オープンサン

ドイッ チ構造

JIS A 1304-1975 1時間
最高温度925

コンク リ ート 500
端部鋼殻350

ボード系

ブランケッ ト系

東京湾横断道路ト ン ネル

(1997)
シールド

JIS A 1304-1975 4時間
最高温度1095

可撓セグ メ ン ト 止

水ゴム 160
ブランケッ ト系

神戸港島トンネル

(1999) 
沈埋セミ フルサン

ドイッ チ構造

JIS A 1304-1975 1時間
最高温度925

コンク リ ート 500
端部鋼殻350

ボード系

吹付け系

ブランケッ ト系

東京港臨海道路ト ン ネル

(2002) 
沈埋RC構造 RA BT 1時間

コンクリ ート 350
鋼板(鋼材)300

ボード系

ブランケッ ト系

東京港第二航路海底トンネ

ル(一般： 2002) 
沈埋RC構造 RA BT 1時間

コンクリ ート 350
鋼板(鋼材)300

ボード系

ブランケッ ト系

新潟みなと トンネル

(暫定： 2002，全面： 2005)
沈埋RC構造

炭化水素曲線

30分+100分(徐冷) 
最高温度1078

コンク リ ート 350
鋼板(鋼材)300

ボード系

ブランケッ ト系

首都高速中央環状新宿線

(2007) 
シールド (2次覆工
省略) 

RA BT 1時間 構造部材350
ボード系

吹付け系

首都高速中央環状品川線

(2015)
シールド (2次覆工
省略)

RA BT 1時間
コンクリ ート 350
鋼板(鋼材)300

ポリ プロピレン

繊維混入

耐火モルタル
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7.3 耐火材の種類と その施工方法

本節では，耐火工に用いられる耐火材の種類と特徴ならびに施工方法について述べる．現在，海外

も含めて施工例を有する耐火材は，主に吹付け系，ボード系，ブランケッ ト （ 巻付け） 系の 3種類で
ある．表-7.3.1 に各耐火材の種類と特徴をまと めて示す 7.2)～7.4), 7.8), 7.16), 7.17)．

表-7.3.1 耐火材の種類と特徴 7.16), 7.17)

耐火材の種類 吹付け系 ボード系 ブランケッ ト（ 巻付け） 系

概要

粒状綿または粉末状の材料

を現場で混練，吹き付ける

もの

工場で加圧成形し，板状

にしたもの

無機繊維をブランケッ ト

状にしたもの

主な材質

・ セメント系

・ 水酸化アルミ ニウム系

・ 人造鉱物繊維

・ セラ ミ ッ ク系

・ ケイ酸カルシウム系

・ セラ ミ ッ ク系

・ 生体溶解性繊維

主な特徴

・ ボード系， ブランケッ ト

系と 比較して耐火性能が

劣る

・ 広範囲または異形状への

対応が比較的容易である

・ 曲面，変形への追随性が

高い

・ 表面性状はコテ仕上げの

度合いに影響を受ける

・ 表面にトッ プコートを施

すこと で耐久性を向上さ

せるこ と ができる

・ 施工後の問題と して， カ

ビの発生，表層薄利，付

着力の低下が挙げられる

・ 重量はあるが，耐火性

能が高く ，板状である

ため取り 扱いが容易で

ある

・ 板状であるため，複雑

な形状には対応しにく

い

・ 板単位で交換が可能で

ある

・ 撥水処理や塗装などが

可能である

・ 耐火性能が高く ，対象物

全体を包んだり ，空間や

隙間に充填したり ，不陸

や変形への追随性が高

い

・ 軽量なため，取り 付け，

取り 外しが容易であり

施工性に優れている

施工方法

支持材や金網を設置し，粒

状綿または粉末状の材料を

混練し， エアーで層状に吹

き付け接着させる

板状に加工した材料をボ

ルトやピンなどで固定す

る

毛布状の材料を押さえ材

でパネル化し，ボルトやピ

ンなどで固定する
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7.3.1 吹付け系 7.2), 7.16), 7.17)

吹付け系の耐火材には，バーミ キュ ライト軽量セメントモルタル， アルミ ナ・ シリ カ・ カルシア系

軽量セメントモルタル，人造鉱物繊維，ポリ スチレン系などの種類があり ，耐火原料 材( )に耐火セメ
ントや結合材が配合された粉末状の製品のこと である． この粉末状の耐火材を施工現場で水と混練し

吹き付けた後，必要に応じて表面をコテにより 仕上げる．吹き付けにあたっ ては，表面を洗浄し，事

前に剥落・ 脱落防止用金網（ 支持材） を取り付けること が好ましい．特徴と して，吹き付けのため曲

面・ 変形への追随性が高いので，場合によっ ては耐火工の弱点である目地を無く すこと ができる． ま

た，表面にトッ プコートを施すこと で耐久性を向上すること もできる．留意点と して，耐火材が被災

中の構造物の変形に対し追随するか，金網の熱膨張の影響で支障が生じないか，耐火性の評価が必要

である．施工時には耐火性能を確保するために厚さ管理を十分に行い，未充填，施工継目の開きが生

じないよう に注意し，品質の低下を防ぐ必要がある． また，実用強度に至るまでの養生や損傷防止に

注意が必要である．写真-7.3.1に吹付け系の施工状況を示す 7.2)．

（ 主な製品と して，吹付けロッ クウール，軽量モルタルなど）

写真-7.3.1 吹付け系の施工状況 7.2)

7.3.2 ボード系 7.3), 7.8), 7.16), 7.17)

ボード系の耐火材には，アルミ ナシリ カ質セラミ ッ ク系，ケイ酸カルシウム系などの種類がある．

ボードは， アルミ ナセメント，耐火性軽量原料などを加圧成型したり ，バルクに無機および有機バイ

ンダーを加えて板状に積層成型して製造する．現場では，工場で製造されたボード状の耐火材をボル

ト・ ナッ トによっ て取り付け，直張り ・ 浮かし張り が可能であり ，状況に応じて切削加工もできる．

また， コンク リ ート打設時に型枠と して使用すること が可能なため，セグメントと の一体化工法も検

討されている．特徴と して，形状にあわせ平板状，曲面状のボードが成型可能で，工場や現場で種々

の形状に加工すること も可能であるため， コンク リ ート構造では，二次製品工場において事前に一体

化し，覆工構築後の耐火施工を基本的に不要にすること ができる．留意点と して，ボード系は目地が

あるため，その部位から熱気が侵入し熱弱点部と ならないよう 割り付けを検討する必要がある．また，

ボルト等の支持材の取り付け箇所では局部的な温度上昇が認められる場合があること から ，必要に応

じて耐火性の評価が必要である．幅広の支持材を使用する場合は，鋼材の熱膨張率は大きいので，割

れ等が生じないよう 留意した設計が必要と なる．写真-7.3.2 にボード系の施工状況を示す 7.3), 7.8)．

（ 主な製品と して，セラミ ッ クボード， ケイ酸カルシウム板など）
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写真-7.3.2 ボード系の施工状況 7.3), 7.8)

7.3.3 ブランケッ ト （ 巻付け） 系 7.4), 7.16), 7.17)

ブランケッ ト （ 巻付け） 系の耐火材には，セラミ ッ クフ ァ イバー，生体溶解性繊維などの種類があ

り ，アルミ ナ，シリ カなどの原材料を電気溶融し，スピニング法などで製造された繊維を積層し， ニ

ードリ ングを行いブランケッ ト状にした製品である．現場では， トンネルの場合は，ブランケッ ト状

の耐火材と パンチングメタルなどの押さえ材を別 に々， あるいは一体化したパネルと してボルト ・ ナ

ッ トによっ て表面に取付けられ，建築の場合は，写真-7.3.3 の右に示すよう に鉄骨の建て方に先行し
て耐火材を巻き付けて施工を行う 場合もある．特徴と して，ブランケッ ト状のため，曲面・ 不陸・ 目

違い等の変形への追随性が高く ，軽量なため取り付け，取り外しが容易で，吸音性能を有するなどの

点が挙げられる．留意点と して， ブランケッ ト系は，素材そのものは耐火性に優れた材質を選択でき

るが，支持材を用いる場合などは，押さえ材が鋼材であるため，ボード系の場合と同様，熱変形に留

意した設計が必要である． また， ブランケッ トが露出する場合は，飛散するこ と がないよう に環境へ

の配慮と含水時の自重の増加に対する支持対策も必要である．写真-7.3.3 にブランケッ ト （ 巻付け）
系の施工状況を示す 7.4)．

（ 主な製品と して，高耐熱ロッ クウール，セラミ ッ クフ ァ イバーブランケッ トなど）

写真-7.3.3 ブランケッ ト （ 巻付け） 系の施工状況 7.4)
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7.3.4 その他 7.18)～7.22)

7.3.1～7.3.3に記述した耐火材以外に有機質系の耐火材がある．有機質系の耐火材 7.18)は図-7.3.1 に
示すよう に分類される．

図-7.3.1 有機質系耐火材 7.18)

加熱発泡型は，火災時に熱を受けると 250 前後で発泡膨張を開始し，炭化層を形成すること によ

り 断熱効果を発揮し鋼材を火災から守る（ 写真-7.3.4）．一方，加熱膨張型は，膨張黒鉛を含有するブ
チルゴムシートが加熱により 厚み方向に膨張し，炭化層自体のかさが増すこと で耐火被覆を形成する．

（ 写真-7.3.5）

写真-7.3.4 塗装タイプ（ 加熱発泡型） 7.21)

写真-7.3.5 シートタイプ（ 加熱膨張型） 7.22)

薄膜形（ アク リ ル樹脂系）

厚膜形（ エポキシ樹脂系）

塗装タイプ 加熱発泡型

シートタイプ

加熱発泡型（ アク リ ル樹脂系）

加熱膨張型

加熱前 加熱後
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7.4 橋梁用耐火工

本節では，耐火工（ 耐火パネル） の要求性能，材料ならびに構造について述べる．

7.4.1 耐火工に求められる性能

耐火工（ 耐火パネル） には，火災による被災後も橋梁本体を健全な状態で供用するため，橋梁の各

部材を所定の許容温度以内に抑えること が求められる．また，その性能を確実に発揮させるためには，

耐火材をセッ トするフ レーム自体にも変形等の大きな損傷を生じさせないこと が必要である．さらに，

火災時だけでなく ，通常時においても求められる様々な性能がある． そこで，耐火工（ 耐火パネル）

に求められる主な要求性能について表-7.4.1 にまと めて示す．

表-7.4.1 耐火工（ 耐火パネル） の要求性能

7.4.2 耐火工の許容温度の設定

耐火工（ 耐火パネル） の設計では，第1章の 1.2耐火設計で述べた土木構造物の耐火設計で用いら
れる (2)の許容受熱温度を適用し，橋梁（ 鋼橋） 下での火災事故を想定した場合，鋼桁が直接炎に曝さ
れること から，鋼部材，ボルト継手部の強度低下ならびに塗膜の劣化も考慮し，加熱時および冷却後

においても鋼桁に使用される各材料の特性が著しく 低下しない 350 を鋼桁の受熱温度の許容値 7.23)

と 設定した．

7.4.3 耐火材の選定

耐火材そのものは，従来から建築の分野の耐火被覆や鉄鋼業の炉材等に広く 使用されており ，多種

多様な製品が今までに商品化されている（ 図-7.4.1）． しかしながら， トンネル内や橋梁下での車両火
災を対象と する場合は，火災想定温度は建築の分野と比べ高温と なる． このよう なこと から，今回の

加熱実験で用いる耐火材は，後述するパネル単体の実験と 同様の方法で事前に予備試験を行い，表

通常時

使用性
紫外線や自動車の排気ガス等の化学的作用に対して十分な耐

久性を有していること

維持管理性
耐火材の割れ，剥離等に対して部分交換および補修が容易な

材料や設置方法であること

安全性

通行車両による振動や疲労（ 特に取付け金具等への） および

風等により 落下しないよう に， フ ェ ールセーフ機能を保持し

ていること

火災時
耐火性

橋梁各部位の受熱温度を所定の許容温度（ 350 ） 以内に抑え

ること

安全性 耐火材に割れ，剥離等が生じても落下しないこと

その他

既設橋梁への取付けを考慮し，追加死荷重を極力低減した軽

量なものであること

耐火パネルの取付けにより ，橋梁本体の耐風安定性に影響を

およぼさないこと
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断熱材厚(mm) 50 75 25 37.5 21 21

使用温度(�)

裏面温度(�)＊ 524 576 488 307 362 326

赤く 燃焼 白煙発生 炎が透ける 変化無 ボルト固定部より 亀裂 挟込み部より 微小亀裂

Ｈ鋼下面温度(�)＊ 50 54 62 57 88 94

上空温度(�)＊ 180 69 130 62 96 98

総合判定

＊： 最大受熱温度

ボード系

セラ ミ ッ ク

600 1300 1200

ブランケッ ト系

ロッ ク ウール セラ ミ ッ ク フ ァ イバーブランケツト
断熱材の種類

△

状況

× ○

25mm50mm

-7.4.2 に示す結果を踏まえ， トンネル内の火災のよう な高温下でも使用に耐えう る表-7.4.37.24)に示す

セラミ ッ クボード（ CB） およびセラミ ッ クフ ァ イバーブランケッ ト（ CFB） の 2種類を選定するこ と
と した（ 以下，各々の耐火材名を CB， CFB と 称する）． しかしながら， CFB については， CB に比べ
約1/8の重量と軽量なこと から，火災時に発生する熱風等により ，CFB自身が吹き上げられ，本来CFB
がもつ耐火性能を十分に発揮できないこと も予想される． そこで，断熱効果を有する軽量気泡コンク

リ ート板（ A LC）（ 以下，A LC と 称する） を CFB のバッ クアッ プ材と して CFB裏面に積層し対処する
こと と した．

図-7.4.1 耐火・ 断熱材料の使用温度 7.24)

表-7.4.2 耐火材の性能比較（ 予備試験）

-500 0 500 1000 1500

ポリスチレンフォーム

硬質ウ レタンフォーム

フェノール フォーム

多泡ガラス

グ ラスウ ール

石綿

ロックウ ール

けい酸カルシウ ム (ドバモライト系)
パーライト

バーミキュライト

けい酸カルシウ ム (ゾノトライト系)
セラミックファ イバー

温度(� ) 
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7.5 耐火工の性能評価試験

本節では，パネル単体による加熱実験，パネルを取り付けた鋼合成桁の加熱実験と その数値解析を

行い，鋼桁が受ける熱影響を検証した結果について述べる．

7.5.1 パネル単体による加熱実験 7.28)～7.31)

(1) 実験方法
加熱実験は，大阪工業大学が所有する大型水平加熱炉（ 幅： 3m，長さ ： 8m，高さ ： 1.5m） を用い
て行い（ 写真-7.5.1），火災荷重は，首都高速5号池袋線と同様，橋梁直下でタンクローリ ー車が横転・
炎上 7.32)したこと を想定し，第3章で示したユーロコード（ Eurocode） 7.33)で規定されている火災温度

－時間関係である最高温度が 1100 の炭化水素曲線（ HC） で 90分間加熱すること と した．実験供試
体は，実橋への取付け方法と同様，横梁（ H形鋼） に吊り下げ，加熱炉の上面に蓋状に設置した．

写真-7.5.1 大型水平加熱炉（ 内部）

(2) 実験Ａ
a) 実験ケースと 実験供試体
実験A では，耐火材の種類と その構成，耐火材の厚さならびに固定方法等を変え，実験ケースと し
て表-7.5.1 に示す 4 タイプについて検討を行う こと と した． ここで，実験供試体に用いたフレーム構
造の一例を図-7.5.1 および図-7.5.2 に示す．本加熱実験より ，最適なフレーム構造と耐火材の種類や
厚さを選定する基礎データを取得するため，SS400材の L 形鋼で構成した簡易的なフレーム構造に CB
単体， CFB に A LC を積層した 2種類の耐火材をセッ トし， 2 タイプの耐火パネルを製作した． また，
受熱温度の測定位置は，フレームの加熱面，各耐火材の裏面中央部および横梁下面に K 熱電対（ クロ
メル・ アルメル熱電対： 使用温度範囲200～1000 ，過熱使用限度1200 ） を設置した．なお，高温

下での鋼材の強度低下を考慮し，鋼桁下面の空気層の温度が 350 以上にならないこと を確認するた

め，実験供試体下面の加熱面から約 400mm 上方の各空気層にも写真-7.5.2 に示すと おり K 熱電対を
設置すること と した．
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b) 実験結果（ フレームの変形）
加熱冷却後のフレームの変形量について，図-7.5.3 にタイプ－AC，図-7.5.4 にタイプ－ACCの結果
を示す．同図より ， フ レームの変形は， タイプ－CB， タイプ－CBB も含め，短辺側と固定されてい
ない長辺側側面の中央部では，最大4～7mm程度の熱による局部的な変形が見られが，断面形状を保
持できないよう な大きな変形も認められなかっ た（ 写真-7.5.3）．また，隅角部でフレームの長辺側と
片側のみ固定されている短辺側部分では， 75mm から平均 61mm と 間隔が約 14mm程度狭く なっ たが
（ 図-7.5.3，図-7.5.4 側面図参照），長辺側と完全に固定すること により ， その変形量は幾分抑えるこ
と が可能と考えられる．なお， エキスパンドメタルは，若干の膨らみ（ たわみ） が見られる程度であ

っ た．

図-7.5.3 加熱冷却後のフレームの変形量（ タイプ－AC）

図-7.5.4 加熱冷却後のフレームの変形量（ タイプ－A CC）
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写真-7.5.3 加熱冷却後のフレームの状況

c) 実験結果（ 受熱温度）
図-7.5.1 の受熱温度測定位置を示す丸印の色に対応させて，図-7.5.5 にタイプ－AC，図-7.5.6 にタ
イプ－A CC の受熱温度を示す．同図より ， フ レームの受熱温度は，いずれの実験ケースも約 1080
程度と炉内温度に近く ，耐火材裏面（ AL C） の受熱最高温度は，タイプ－A Cで 106 ，タイプ－A CC
では 101 と ほぼ同程度であっ た．実験に使用した A LCが比較的高い含水率を有した状態にあっ たこ
と から ，100 付近より 潜熱の影響が顕著に見られた．つぎに，横梁下面の受熱最高温度は，タイプ－

AC で 211 ，タイプ－ACC では 164 と 約50 程度低く ，空気層の受熱最高温度も横梁下面と同様，

タイプ－AC で 152 ， タイプ－ACC では 114 と 約40 程度低い．

図-7.5.5 受熱温度（ タイプ－A C）
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図-7.5.6 受熱温度（ タイプ－A CC）

これは，耐火材の厚さと その構成の違いが影響し生じたものと 推察される． また，横梁下面の受熱

温度は，耐火材裏面（ A LC） や空気層と比べ高い受熱温度と なっ たが，フレーム上の四辺は CFB のみ
で A LCがなく ，その空間（ 図-7.5.7参照） に生じた熱気が影響したものと 思われる．なお，いずれの
実験ケースも鋼材の強度低下につながるよう な受熱温度にはなっ ていない．

タイプ－CB については，耐火材に割れが生じたこと から， フレームと耐火材裏面（ CB） の受熱温
度についてのみ参考値と して，図-7.5.2 の受熱温度測定位置を示す丸印の色に対応させた図-7.5.8 に
示す．なお， タイプ－CBB についてもタイプ－CB と 同様の結果が得られた．

図-7.5.7 フレームの隙間（ タイプ－A C， タイプ－A CC）

0

200

400

600

800

1000

1200

0 30 60 90 

温
度

(�
)

時間 (分)

ＣＦ Ｂ裏面

フレーム

炉内温度

横梁
空気層

ＡＬ Ｃ裏面

側面図（ Ａ－Ａ）断面図（ Ｂ－Ｂ）

CFB
エキスパンドメタル 長辺側

Ａ

Ａ

熱気 熱気

横梁

吊材

空間 ALC

熱気

Ｂ

Ｂ
短辺側



114 

図-7.5.8 受熱温度（ タイプ－CB）

d) まと め
最高温度 1100 で 90 分間の加熱を行っ たが， いずれの実験ケースもフレームに大きな変形は見ら
れず，また，鋼桁下面の空気層の受熱最高温度も約 150 以下と ，鋼材が強度低下を起こす温度には

ならないこと から，耐火工（ 耐火パネル） と して求められる基本性能を十分に満足するこ と が確認で

きた．しかしながら，パネル重量は，㎡あたり約70～90kg と 既存の裏面板等（ 取付け支材も含め㎡あ
たり 60kg程度 7.27)）と 比べて重いこと から，フレーム構造を改良し，軽量化を図ること が必要である．

(3) 実験Ｂ
a) 実験ケースと 実験供試体
実験A の結果を踏まえ，実験B では，耐火材の厚さ，固定方法，耐火パネルのフレームの幅等を変
え，実験ケースと して表-7.5.2 に示す 5 タイプについて検討を行う こと と した． ここで，実験供試体
に用いたフレーム構造の代表例を図-7.5.9および図-7.5.10に示すが，さらなるフレームの軽量化と短
辺側の変形を抑えるため， SSC400 材の軽量溝形鋼で構成したフレーム構造を採用すること と した．
耐火材については実験A と 同様， CFB に A LC を積層し， フレームの製作時に一体化すること で耐火
パネルの設置作業を省力化した耐火材を挟込むタイプと 図-7.5.11 に示すと おり 将来的な耐火パネル
の維持管理において，耐火材の交換を可能と した落込むタイプの設置方法が違う 2 タイプの耐火パネ
ルを製作した．また，橋梁本体の両側面への設置を考慮し， フレームの幅が広い 950mm の耐火パネ
ルも製作すること と した．受熱温度の測定位置は，実験A と 同様，フレームの加熱面，各耐火材の裏
面中央部および横梁下面に K 熱電対を設置した． さらに，耐火パネル上面の空気層の温度が 350 以

上にならないこと を確認するため，実験 A と 同様，実験供試体下面の加熱面から約 400mm 上方の各
空気層にも K 熱電対を設置するこ と と した（ 写真-7.5.4）． なお，本実験で採用したフレーム構造は，
実橋への適用に向けたプロトタイプと いう 位置づけから，既存の裏面板の形状寸法等も踏まえ， フレ

ームの幅を 500mm（ A C50W は 950mm）， その長さを 2000mm と し，取り 付け金具を介して横梁（ H
形鋼） に固定した．

0

200

400

600

800

1000

1200

0 30 60 90 

温
度
（
）

時間（分）

ＣＢ裏面

炉内温度

フレーム







117 

写真-7.5.4 実験供試体の設置状況（ 実験B）

b) 実験結果（ フレームの変形）
各実験ケースについて加熱冷却後のフレームのたわみ量を図-7.5.12 に，タイプ－A C37I を除く 加熱
冷却後の金網部分（ フ レーム下面） のたわみ量を図-7.5.13にそれぞれ示す．ここで，実験A，実験B
と もにフレームの剛度はほぼ同等である．実験A では，フレームは局部的な変形に止まり ，たわみは
ほと んど見られなかっ たが，実験 B では，最大で 5～21mm 程度のたわみが発生し，実験ケースによ
っ てその量には差が生じる結果と なっ た．

図-7.5.12 加熱冷却後のフレームのたわみ量（ 側面図）
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図-7.5.13 加熱冷却後の金網部分（ フレーム下面） のたわみ量

これは，フレームの長辺側は，実験A と 同様，隙間からの熱気の侵入を防止するため，フ レーム間
を連結し拘束したものの，フレームの形状や長さに加え，実験A と 比べてフレームの板厚が薄いこと ，
軽量溝形鋼の上フランジのみを連結したフレーム間の連結方法（ 図-7.5.14参照）に違いがあること な
どの隣接したフレームの影響を複雑に受け，たわみにこのよう な差が生じたものと 考えられる．一方，

フレームの短辺側では，たわみはほと んど無く ， タイプ－A C50W 以外のどの実験ケースでも最大で
1mm程度であっ た．しかし，タイプ－AC50W の短辺側については，最大で 7mm程度と他の実験ケー
スと比べて大きい値と なっ た．また， フレーム下面の金網部分のたわみは， どの実験ケースも類似し

た変形性状を示し，タイプ－A C50W では，59mm と 他の実験ケースと比べて約2倍程度であっ た．な
お，実験A で見られたよう なフレームの局部的な変形はいずれの実験ケースでも見られず，耐火材が
落下するよう な大きな変形も認められなかっ た（ 写真-7.5.5）．

図-7.5.14 フレーム（ 断面図） 間の連結方法
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写真-7.5.5 加熱冷却後のフレームの状況

c) 実験結果（ 受熱温度）
図-7.5.9 および図-7.5.10 の受熱温度測定位置を示す丸印の色に対応させて，図-7.5.15～図-7.5.19
に各実験ケースの受熱温度を示す．フレームの受熱温度は，いずれの実験ケースも実験A と 同様，約
1080 程度と炉内温度に近く ，加熱炉の両端部に設置したタイプ－A C50， タイプ－A C50A について
は， フ レームの E 側と W 側と で受熱温度に差が生じる結果と なっ た． その要因は， フレームの長辺
側の一方が炉の壁と接し， その隙間から空気が入っ たためと考えられる．耐火材裏面（ A LC） の受熱
最高温度は， ALC の厚さが 37mm のタイプ－A C37， タイプ－A C37I では， それぞれ 244 ， 223 で

あり ，AL C の厚さが 50mm のタイプ－AC50，タイプ－A C50W，タイプ－A C50A では，それぞれ 98 ，

165 ， 168 と 約 80 から 120 程度低く なっ た． また，横梁下面の受熱最高温度も同様に AL C の厚
さの違いにより ， タイプ－AC37， タイプ－A C37I では， それぞれ 243 ， 288 ． タイプ－AC50， タ
イプ－A C50W では，それぞれ 190 ， 202 と 約 50 から 80 程度低く なっ た．空気層の受熱最高温

度も耐火材裏面（ A LC），横梁下面と同様， タイプ－A C37， タイプ－A C37I では， それぞれ 153 ，

170 ．タイプ－AC50，タイプ－A C50W では，それぞれ 88 ，100 と 約70 程度低い結果と なっ た．

これは，明らかに耐火材（ A LC） の厚さの違いが影響して生じたものと考えられる．なお， タイプ－
A C50W は，フレームの幅が 950mm と 他の実験ケースの約2倍程度あるが，受熱温度に対しては，フ
レームの幅の影響はほと んど見られない． また， フレームを構成する軽量溝形鋼の内部に耐火材を充

填していないタイプ－A C50A については，タイプ－A C50，タイプ－A C50W と 耐火材（ AL C） の厚さ
が同じにもかかわらず，横梁下面の受熱最高温度は， 372 と 約170 程度高く ，空気層の受熱最高温

度も 153 と 約50から 70 程度高く なっ た．これは，横梁下面に位置するフレームの短辺側や長辺側

の空隙にこもっ た熱気が影響（ 図-7.5.20参照） し，タイプ－A C50，タイプ－AC50W と 比べ温度が上
昇したものと 思われる． このよう なこと から，横梁下面や空気層の受熱温度の上昇を抑制するには，

フレームを構成する軽量溝形鋼の内部に耐火材を充填すること が望ましいと 考えられる．なお，実験

A では CFB 上から生じる熱気が実験 B と 違い，直接空気と触れていること から，横梁下面の受熱温
度は最高で 211 に留まっ ている．

AC50 AC37 AC50W AC37I AC50A 
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図-7.5.15 受熱温度（ タイプ－AC37）

図-7.5.16 受熱温度（ タイプ－AC37I）
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図-7.5.17 受熱温度（ タイプ－AC50）

図-7.5.18 受熱温度（ タイプ－AC50A）
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図-7.5.19 受熱温度（ タイプ－AC50W）

図-7.5.20 フレームの隙間（ タイプ－AC50A）

d) 加熱冷却後の耐火材
写真-7.5.6 に加熱冷却後の A LC の状況を，写真-7.5.7 に CFB の状況をそれぞれ示す．加熱冷却後
の A LCは，加熱面（ CFB） 側に亀甲状のひび割れが生じ，空気層側にはフレームの幅方向にいく つか
のひび割れが生じていた．しかしながら，A LC内には補強材と してメタルラスが配置されていること
から，A LC をフレームから取り外しても形状が保持できないほどに破損すること はなかっ た．この亀
甲状のひび割れは，加熱を受けた A LCが熱膨張により 曲げ変形するこ と から発生すると 考えられ，加
熱時間の増加に伴っ てそのひび割れ幅は大きく なる．また，加熱冷却後の加熱面（ CFB） 側には凹状
のたわみが残存 7.34)すること から， この影響により空気層側にはフレームの幅方向にひび割れが生じ

たものと 考えられる．なお，加熱冷却後の CFB は，加熱面側，空気層（ A LC） 側と もに損傷等は見ら
れず健全である．加熱面側では，茶色く フレームや金網の痕が残っ たが， これは鋼材が加熱されるこ

と により 生成されるミ ルスケールが付着したものと思われる．
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CFB（ 空気層側） CFB（ 加熱面側）

ALC（ 空気層側） ALC（ 加熱面側）

写真-7.5.6 加熱冷却後の A LCの状況（ タイプ－A C37）

写真-7.5.7 加熱冷却後の CFB の状況（ タイプ－A C37）

e) まと め
最高温度1100 で 90分間の加熱を行っ た結果，いずれの実験ケースも耐火材を支持する金網には，
ある程度の変形（ たわみ） を伴っ たが，耐火材の落下等はなく ， フレーム自身にも大きな変形は認め

られず，実験 A と 比べ，パネル重量は㎡あたり 約 20～40kg軽減すること ができた． また，空気層の
受熱最高温度は，耐火材（ A LC）の厚さが 37mmの場合で約170 以下，耐火材（ A LC）の厚さが 50mm
の場合では約 150 以下と ，鋼材の強度低下を招く ほどの温度にはならず，パネルは十分な耐火性能

を有すること が確認できた．なお， フレームを構成する軽量溝形鋼の内部に耐火材を充填していない

タイプ－AC50A では，横梁下面の受熱最高温度が 372 と 高温になるので，受熱温度の上昇を防ぐ に

は，溝形鋼の内部にも耐火材を充填すること が必要である．
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100 1130 0.13
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200 1362 1362 1362 0.16
300 1384 1384 1384 0.17
400 1410 1410 1410 0.18
500 1440 1440 1440 0.20
600 1474 1474 1474 0.22
700 1512 1512 1512 0.25
800 1554 1554 1554 0.28
900 1600 1600 1600 0.32
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(4) 解析的検討
各実験ケースについて，「 汎用ソフト SOFiSTiK」 を用いて， フレームおよび各耐火材裏面の受熱温
度の解析を行っ た．解析で使用する各物性値は，第 3 章で示したユーロコード（ Eurocode） 7.35), 7.36)，

耐火材料の製品カタログ 7.25)および鋼構造耐火設計指針 7.26)に基づいた（ 表-7.5.3参照）．なお，Eurocode
では，潜熱の影響によるコンク リ ートの比熱を 115 でピーク値（ 含水率3％： 2020J/kgK，含水率10％：
5600J/kgK） になると し， 100 から 115 および 115 から 200 の間を一次補完すること でその影響を

換算している．

表-7.5.3 解析で使用した各物性値 7.25), 7.26), 7.35), 7.36) 

そして，A LCについても同様のピーク値を持つものと仮定し，コンク リ ートの含水率3％および 10％
の数値から潜熱の影響による比熱を換算すること と した（ 図-7.5.21参照）． A LCの含水率は，製品製
造後，約3週間の室内養生を経ると 約25％程度 7.37)と なり ，その後の乾燥により ，約10～14％程度 7.26)

の含水率になると されている．
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(a) コンク リ ート

(b) ALC 

図-7.5.21 潜熱の影響による比熱の変化

そこで，A LCの含水率を一つのパラメーターと し，0～20％まで変化させた．代表的にタイプ－AC，
タイプ－ACC，タイプ－A C50，タイプ－AC37の 4 タイプについて，破線で示す解析結果を実線で示
す測定値と比較して図-7.5.22～図-7.5.25 に示す．
フレームの受熱温度の解析値は，AL Cの含水率の変化による影響は見られず，ほぼ同様の結果が得
られ，測定値と も概ね一致した．また，CFB の受熱温度は，AL C の含水率を増加させるにつれて低く
なるが，加熱時間の経過に伴う 温度上昇の傾向は測定値と ほぼ同様の結果と なっ た．一方，A LCの受
熱温度は， A LC の含水率が 0％の場合，加熱開始後30分（ タイプ－AC37は約15分） から， A LC の
含水率が 10％の場合では，加熱開始後60分（ タイプ－A C37は約45分） から急激に上昇し，測定値
と は若干相違する解析結果が得られた．しかしながら， 10％の場合では，タイプ－A C37 を除き，A LC
の受熱温度は 330 以下であり ，加熱実験の結果による空気層の受熱温度が A LC の受熱温度以上には
ならないこと ，実構造の空気層は 600mm であること を考慮すると ，求められる耐火性能を十分満足
するものと いえる．また， A LCの含水率を 20％に増加させると ，タイプ－A C37 を除き，解析値と 測
定値と は概ね一致し，実際に加熱実験で使用した A LCの推定含水率が 20％であること を踏まえると ，
解析値と測定値と は，比較的良く 一致していると いえる．したがっ て，A LC の含水率を考慮すること
で，各耐火材裏面の受熱温度は，解析により 概ね推定すること が可能と考えられる． より 精度良く 解

析で受熱温度を推定するためには，A LC の含水率による比熱変化を，いかに解析上で忠実に再現でき
るかが重要であり ，今後の課題と 思われる．
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図-7.5.22 解析値と の比較（ タイプ－AC）

図-7.5.23 解析値と の比較（ タイプ－ACC）

0

200

400

600

800

1000

1200

0 30 60 90

温
度
（
）

時間（分）

炉内温度

フレームＥ

ＣＦ Ｂ裏面

ＡＬ Ｃ裏面

％0  

％20

％10

％0  

％10  

％20  

0

200

400

600

800

1000

1200

0 30 60 90

温
度

(�
)

時間 (分)

炉内温度

フレームＥ

ＣＦ Ｂ裏面

ＡＬ Ｃ裏面

％0  

％10

％20

％0 ％10  

％20  



127 

図-7.5.24 解析値と の比較（ タ イプ－AC50）

図-7.5.25 解析値と の比較（ タ イプ－AC37）
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(5) 実験結果の考察
橋梁への適用に向けた耐火工（ 耐火パネル） を考案し， その耐火性能を確認する目的でパネル単体

の加熱実験を行い，解析的検討を加えた．得られた結果を要約すると 以下のと おり である．

a) フレームの変形
SS400材の L 形鋼で構成した簡易的なフレーム構造であるにもかかわらず， いずれの実験ケースに
おいても熱によるフレームの変形は局部的なものであり ， フレーム自身のたわみはほと んど見られ

なかっ た．

フレームの軽量化のため，SSC400材の軽量溝形鋼で構成したフレーム構造を採用したが，L 形鋼で
構成した場合のよう に， フレームの局部的な変形は，いずれの実験ケースにおいても認められなか

っ た． これは， フレームを構成する部材断面の形状が違う こと と ，短辺側の変形を抑えるため，長

辺側と完全に固定したこと が主な要因と考えられる．なお， フレームの長辺側では，実験ケースに

よっ て差があるものの最大5～21mm程度のたわみが発生した．
フレームの長辺側は，実験A と 同様，隙間からの熱気の侵入を防止するため，フレーム間を連結し
拘束したが，板厚や形状， フレーム間の連結方法の違いにより ，隣接したフレームの影響を複雑に

受け，実験ケースによっ て発生するたわみ量に差が生じること がわかっ た．

フレーム下面の金網部分のたわみは，いずれの実験ケースも類似した変形性状を示し， フレームの

幅が約2倍のタイプ－A C50W では，たわみ量も他の実験ケースと 比べて約2倍程度であっ た．
すべての実験ケースにおいて，耐火材が落下するよう な大きなフレームの変形やたわみ等は認めら

れなかっ た．

以上から，今回考案した普通鋼材（ SS400材， SSC400材） を用いた 2 タイプのフレーム構造では，
いずれの構造も耐火材が落下するよう なフレームの大きな変形やたわみは見られず，実構造への適用

に際し十分に耐えう る構造であること が確認された．ただし，追加死荷重の軽減を考えると ，実験 B
で採用した SSC400材の軽量溝形鋼で構成したフレーム構造がより 実用的と いえる．

b) 受熱温度
CB を使用した実験ケースでは，固定方法にかかわらず，CB に割れが生じたこ と から，橋梁への適
用は難しいものと 考えられる．

最高温度 1100 で 90 分間の加熱を行っ たが， フレームを構成する軽量溝形鋼の内部に耐火材を充
填していないタイプ－A C50A を除き，横梁下面の温度は最大で約290 ，空気層の温度は最大で約

170 と ，鋼材の強度低下を招く ほどの受熱温度にはならなかっ た．

耐火材の構成およびその厚さが同等であれば， フレームの幅あるいはその構造の違いは，受熱温度

にほと んど影響をおよぼさないこ と がわかっ た．

耐火材の厚さについては，市場で入手すること が容易な最低の厚さ 37mm の A LC を薄く すること
が将来的に可能になると ，AL Cに比べ CFB を厚く する方が温度上昇の抑制に対して効果的であり ，
耐火パネル全体の軽量化にもつながる．

以上から，耐火材と しては，CFB を加熱面に，AL C をバッ クアッ プ材と して使用したが，加熱面か
ら約400mm の位置で測定された空気層の受熱最高温度は約170 であり ，実構造に適用しても十分な

耐火性能を得ること が可能と考えられる．
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c) 解析的検討
各耐火材裏面の受熱温度の解析値は， A LC の含水率を 20％に仮定すると ，測定値と概ね一致した．
また，実際に加熱実験で使用した A LC の推定含水率が 20％程度であること を踏まえると ，解析値と
測定値と は，比較的良く 一致している．以上から，本耐火パネルでは， A LCがもつ含水率の影響が非
常に大きく ， より 精度良く 解析で受熱温度を推定するためには，含水率による比熱変化をできるだけ

忠実に再現すること が重要と思われる．
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7.5.2 パネルを取り付けた鋼合成桁の加熱実験

(1) 鋼桁の受熱温度の推定
加熱実験を行うにあたり，事前に鋼桁の受熱温度を解析により推定すること とした．解析モデルは，鋼桁

下フランジを対象と し，図-7.5.26 に示すよう に耐火材（ 耐火パネル） を 2層，空気層を 1層，鋼桁下
フランジを 1層と した．耐火材は，パネル単体の加熱実験と同様，セラミ ッ クフ ァ イバーブランケッ
ト （ CFB）（ 以下， CFB と 称する） を直接炎に曝される側の耐火材と して選定した．また， CFB は，
軽量であるため，火災時に発生する熱風等により ， CFB 自身が吹き上げられ，本来 CFB がもつ耐火
性能を十分に発揮できないこと も予想されるため，断熱効果を有する軽量気泡コンク リ ート板（ AL C）
（ 以下，A LC と 称する） を CFB のバッ クアッ プ材と して CFB裏面に積層した．算定手法としては，「 鋼
構造耐火設計指針（ 日本建築学会） 7.26)」 に基づく 一次元差分法を用いた．以下にその概要を示す．

耐火材（ 耐火パネル） の 2層目と鋼桁下フランジと の間に設けた空気層は，放射によっ て熱伝達す
るものと した．すなわち，対流の影響および空気層の熱伝達の影響は，解析上狭い空間と 解釈し，小

さいと 仮定して無視すること と した． ここで，各層における熱流束は，式(7.5.1)～式(7.5.4)で示され
る．

図-7.5.26 解析モデル

耐火材(耐火パネル ) 1層に流入する熱量 (qp1)

(7.5.1)

耐火材(耐火パネル ) 2層に流入する熱量 (qp2)

(7.5.2)

      1
4

1
4

11 273273 pfipfipfipq  －＋＋－＋＝Φ

 212 pp
p

p
p

d
q 


－＝
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鋼桁下フランジに流入する熱量 (qs)

(7.5.3)

鋼桁下フランジから流出する熱量 (qa) 

(7.5.4) 

ここに， Φ1： 火炎と耐火材（ 耐火パネル） と の形態係数

Φ2： 耐火材（ 耐火パネル） と 鋼桁下フランジと の形態係数

σ ： ステフ ァ ン－ボルツマン定数（ =5.67×10-8 W/m2K 4）

α， αn ： 火炎および外気と の接触面における対流熱伝達係数（ W/m2K）
εfi， εp， εs ： 火炎，耐火材（ 耐火パネル） および鋼材の放射率

λp ： 耐火材（ 耐火パネル） の熱伝導率（ W/mk）
dp ： 耐火材（ 耐火パネル） の厚さ （ mm）

θfi， θa ： 火災温度および外気温度（ ）

θp1， θp2 ： 耐火材（ 耐火パネル）  1層および 2層の受熱温度（ ）

θs ： 鋼桁下フランジの受熱温度（ ）

そして，鋼桁下フランジの温度上昇（ Δθs） は，式(7.5.5)で示される．

(7.5.5) 

ここに， cs ： 鋼部材の比熱（ J/kgK）
ρs ： 鋼部材の密度（ kg/m3）

ds ： 鋼桁下フランジの厚さ（ mm）
Δt： 時間増分（ 秒）

ここで，式(7.5.1)および式(7.5.3)における形態係数と は，放射熱源と 受熱側の大きさ，相対する角
度などの幾何学的関係を考慮するための係数である．ここで，式(7.5.1)における形態係数Φ1は，放射

熱源が火炎，受熱側が耐火材（ 耐火パネル） である．本解析では，火炎が耐火材（ 耐火パネル） 全面

に接するよう な火災を想定しているため Φ1 = 1.00 と する．一方，式(7.5.3)における形態係数Φ2は，

放射熱源が耐火材（ 耐火パネル） であり 受熱側が鋼桁下フランジと なる．耐火材と鋼桁下フランジ間

には，前述のと おり 空気層が存在する． この空気層が， ごく 小さな厚さしかもたない場合，形態係数

は 1.00 と してよいが，本解析条件のよう に空気層の厚さが受熱側である鋼桁下フランジの幅と ある程
度同等の大きさである場合は，形態係数を算定する必要がある．そこで，本解析では，図-7.5.27 に示
すよう に向かい合う 長方形を仮定し，式(7.5.6)によっ て形態係数Φ2を算定する．

 asa
nq  －＝

    44
22 273273 ＋－＋＝Φ spsp,sq 
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b 

a

c 

(鋼桁下フランジ)
受熱側

（ 耐火材 耐火[ パネル] )
放射熱源

鋼 ＣＦ Ｂ Ａ Ｌ Ｃ

密度

( kg/ m3)
7850 130 510

比熱
(J/ kgK) 550 1130 1332

熱伝導率
(W/ mK) 45 0. 13 0. 15

図-7.5.27 形態係数(Φ2)の算定条件

(7.5.6)

ただし，

ここに， a ： フ ランジ幅（ mm）
B ： 奥行き（ mm）
c ： 耐火材（ 耐火パネル） と 鋼桁下フランジ間の距離（ mm）

形態係数 Φ2の算定に必要な解析モデルの奥行きは加熱範囲 4000mm と した． また， その他の解析
条件と して，火災温度は HC曲線（ 炭化水素曲線［ 熱伝達係数： α = 50W/m2K］） で 90分間，外気温
の初期値は 20 （ αn = 9W/m2K），時間増分は 10秒と する．なお，耐火材（ 耐火パネル） および鋼部
材には，表-7.5.4 に示した熱物性値を用い，さらに，火炎，耐火材（ 耐火パネル） および鋼部材の放
射率は，それぞれ， εfi = 1.0， εp = 0.9および εs = 0.8 と する．

表-7.5.4 各材料の熱物性値 7.25), 7.26)
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ＣＦ Ｂ Ａ Ｌ Ｃ

耐火材の最高
使用温度（ ）

1260 １時間耐火
（ I SO） 以上

(2) 耐火パネル
鋼合成桁に取付ける耐火パネルは，パネル単体の実験結果 7.28)～7.31)も踏まえ，同様のフレーム構造（ 図

-7.5.28） と 耐火材（ 表-7.5.5） を使用すること と した．

図-7.5.28 耐火パネル（ フレームの構造）［ 寸法単位： mm］

表-7.5.5 耐火材の最高使用温度 7.25), 7.26)

(3) 実験方法
加熱実験は，パネル単体による加熱実験と同様，大阪工業大学が所有する大型水平加熱炉を用いて

行い，火災荷重は，油火災を想定した火災温度－時間関係である最高温度が 1100 の HC曲線（ 炭化
水素曲線） 7.33)で 90分間加熱すること と した．

(4) 加熱実験
a) 実験供試験体と受熱温度の計測位置
加熱実験に用いた供試体は，支間長が 7.0m，桁高が 641mm，床版厚が 150mm の合成床版（ ロビン
ソンタイプ） を有する鋼合成桁で，加熱炉のスペースに合わせて耐火パネルを設置し，加熱範囲は支

間中央の 4.0m と した．耐火パネルは底面用を，幅400mm，長さ 2000mm，厚さ 80mm，側面用は幅の
みを 920mm と し， それぞれ 4 枚を吊材，横梁および取り付け金具を介して鋼桁に取り付けた（ 写真
-7.5.8，図-7.5.29参照）． また，受熱温度の計測位置は，断面A， B， C について鋼桁，底鋼板，フレ
ームの加熱面および各耐火材の裏面中央部に K 熱電対を設置した． さらに， a， b， c部の吊材側面，
横梁側面および鋼桁の左右（ E，W）の空気層に各1箇所ずつ計2箇所に K熱電対を設置した（ 図-7.5.29）．
加熱炉の炉内温度は，シース型K 熱電対を使用し，実験供試体の左右（ E， W） 各 4箇所の計 8箇所
で計測を行っ た（ 写真-7.5.9）．

フ レーム： 軽量溝形鋼80× 40× 40× 2.3 (3.2)
材質： SSC400
金網： 線径 3.2・ 開目： 20 
重量： 約 45kg/ m2 

（ 幅： 500，板厚： 2.3の場合）
［ 耐火材含む］

断面図

（ ）400 920  溶接 平面図

2000

40

金網

側面図

2.3 or 3.2
80
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写真-7.5.8 鋼合成桁への耐火パネル設置状況

写真-7.5.9 加熱炉への実験供試体設置状況

鋼桁
耐火パネル（ 側面）

底鋼板
コンク リ ート

横梁

吊材

耐火パネル（ 底面）

加熱炉

炉内温度計測用熱電対

耐火パネル（ 側面）

底鋼板

コンク リ ート
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図-7.5.29 実験供試体と受熱温度の計測位置［ 寸法単位： mm］
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b) 実験結果（ 炉内温度）
図-7.5.30にユーロコード（ Eurocode） 7.33)で規定されている HC曲線（ 炭化水素曲線） と 比較し，過
去（ 耐火パネル無） 7.38)および今回（ 耐火パネル有） 行っ た加熱実験の炉内温度を示す．ただし，耐火

パネルが設置されていない加熱実験では，鋼桁の変形が大きく なっ たため，開始24分で実験を終了し
た．図-7.5.30 より ，炉内温度は，過去に行っ た加熱実験では幾分乱れがあるが， HC曲線（ 炭化水素
曲線） と ほぼ同等の温度で推移し，所定の温度と時間で加熱できたものと いえる．

図-7.5.30 炭化水素曲線（ HC） と 炉内温度

c) 実験結果（ 鋼桁の受熱温度）
一例と して，断面B について，加熱実験で得られた受熱温度（ 実線） の推移を解析結果（ 一点鎖線）
と と もに図-7.5.31 および図-7.5.32 に示す．同図には，耐火パネルが設置されていない加熱実験結果
（ 破線） 7.38)も合わせて示す．また，表-7.5.6 に各断面での受熱最高温度を示す．
耐火パネルが設置されていない鋼桁の受熱最高温度は，鋼桁の左右（ E， W） を問わず， どの部位
も加熱時間の経過に伴う 温度上昇の傾向は同様であっ た．特に，下フランジやウェ ブは，炎に直接曝

されているため，加熱開始20分程度でほぼ炉内温度と近い状態になり ，最高で下フランジが 1029か
ら 1092 ， ウェ ブでは 1024 から 1071 と 1000 を超える値と なっ ている．一方，上フ ランジでは，

894 から 1004 と ，下フランジと比べて約 100 から 200 低い結果と なっ た． これは，上フランジの

上面が，コンクリ －トと接していること が要因と なり ，低く なっ たと 考えられる .  
耐火パネルが設置された鋼桁の受熱最高温度は，鋼桁の左右（ E， W） で若干のバラツキはあるも
のの， どの部位も加熱時間の経過に伴う 温度上昇の傾向はほぼ同様であっ た．下フランジでは最高で

203から 263 と 他の部位と比べて約40から 100 高く ，ウェ ブで 106から 180 ，上フ ランジで 153
から 222 と ，耐火パネルが設置されていない場合と比べ，上フランジの最高温度は，ウェ ブと 同等

か若干高い結果と なっ た．下フランジは，耐火パネルが吊材・ 横梁を介して直接取り付けられている

ため，耐火パネルのフレームから伝わる熱の影響で他の部材より高く なっ たものと 思われる．また，

図-7.5.33 に断面A（ 破線） と 断面B（ 実線） における鋼桁各部位の受熱温度を示すが，断面B では鋼
桁各部位の温度が断面 A と 比べ高く なり ，特に，上フランジ， ウェ ブ，底鋼板ではその差が大きい．
これは，後述する耐火パネルの継目に生じた隙間から熱気等が流入し，温度の上昇を招いたものと 推

察される．

鋼桁の受熱最高温度について，耐火パネルが設置されていない加熱開始24分と耐火パネルが設置さ
れている加熱開始90分の結果を比較（ 表-7.5.6） すると ，耐火パネルが設置されていない場合，直接
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炎に曝される下フランジでは 1092 と なっ たが，耐火パネルを設置すること により ， その温度は約

830 低減し 263 と なっ た．さ らに，ウェ ブでは約890 低減し 180 ，上フランジでは 780 低減し

222 と ，いずれの部位においても受熱温度は約800から 900 低減すること が確認できた．

また，一次元差分法を用いて鋼桁下フランジの受熱温度を事前に推定したが，得られた実験結果は，

解析値と比べて約100 高い値と なっ た（ 図-7.5.31，および図-7.5.32）．これは，直接炎に曝される耐
火パネルのフレームの受ける熱が，吊材や横梁を介して下フランジに直接伝わること と ，側面用耐火

パネルの継目に生じた隙間（ 写真-7.5.10） から流入する熱気が少なからず影響し，解析結果と相違が
生じたものと 推察される． しかしながら，鋼桁下フランジの受熱最高温度は，許容受熱温度と して設

定した 350 を十分に満足する結果であっ た．

図-7.5.31 鋼桁の受熱温度（ 断面B： E側）

図-7.5.32 鋼桁の受熱温度（ 断面B： W 側）
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表-7.5.6 各断面の鋼桁の受熱最高温度（ 太字： 各部位における最大値）

図-7.5.33 鋼桁の受熱温度（ 断面A， B： E側）

写真-7.5.10 側面用耐火パネルのフレーム（ b部）

無 894 1024 1029
有 153 106 203
無 1004 1071 1074
有 197 180 219
無 1001 1071 1071
有 172 118 263
無 921 1064 1092
有 222 120 246
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d) 実験結果（ 耐火パネルの受熱温度）
一例と して，断面A（ 側面用パネル） について，加熱実験で得られた受熱温度（ 実線） の推移を鋼
桁の受熱温度（ 破線） と と もに図-7.5.34に示す．
フレームの受熱最高温度は 976 であり ，CFB裏面で最高846 ，A LC裏面で最高280 であっ た．

また，空気層の最高温度は 200 であり ，下フランジの最高温度と同様で，上昇傾向もほぼ同様であ

っ た．なお，耐火パネルを構成する各材料および空気層で得られた温度は，フ レームの温度を除けば，

パネル単体による加熱実験結果 7.28)～7.31)と 比べ約40から 50 高い値であっ た．これは，パネル単体に

よる加熱実験と比べ，耐火パネルで囲まれた閉空間と なり ，内外の空気の対流がないこと が影響した

ものと 考えられる．

図-7.5.34 鋼桁，耐火パネルの受熱温度（ 断面A）
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e) 実験結果（ 耐火パネルの変形）
写真-7.5.11 および写真-7.5.12 に加熱中および加熱後の実験供試体の状況を示す．耐火パネルに設
置した金網は，加熱中から徐 に々変形し，加熱後の変形状況は，底面用の耐火パネルに設置した金網

と比べて，側面用の耐火パネルに設置した金網の方が大きく 変形した． これは，パネル単体による加

熱実験の結果と同様 7.28)～7.31)， フ レーム幅の違いが影響し，変形量に差が生じたものと 思われる．

フレームの変形性状は，底面用の耐火パネルが，主に，面外方向へ変形したのに対し，側面用の耐

火パネルは面外方向，面内方向と もに変形していた． これは，底面用の耐火パネルが，取り付け金具

やパネル間固定金具等で長辺側，短辺側と もに変形が拘束されていたのに対し，側面用の耐火パネル

は長辺側のみが取り付け金具で拘束され，短辺側は写真-7.5.10 に示すと おり フ リ ーな状態であると い
っ た違いから，面内方向へも変形が生じたものと 考えられる．なお，パネル単体による加熱実験と比

べて変形性状は異なるものの，面外方向の最大変形量は，同程度であっ た．

写真-7.5.11 加熱中の実験供試体（ 側面）

写真-7.5.12 加熱後の実験供試体
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f) 加熱冷却後の耐火材
写真-7.5.13 および写真-7.5.14 に加熱冷却後の A LC および CFB の状況を示す．パネル単体による
加熱実験 7.28)～7.31)と 同様， A LC の加熱面（ CFB） 側は亀甲状のひび割れが生じ，空気層側にはフレー
ムの幅方向にいく つかのひび割れが生じていたが， CFB は加熱面側，空気層（ A LC） 側と もに損傷は
見られず健全であっ た．実構造では，被災状況により 耐火パネル全体あるいは A LC のみの交換を行う
こと を考えている．

写真-7.5.13 加熱冷却後の A LCの状況

写真-7.5.14 加熱冷却後の CFB の状況

(5) 実験結果の考察
本耐火パネルの橋梁への適用に向け，加熱実験を行い，鋼桁が受ける熱影響を検証した．得られた

結果を要約すると 以下のと おり である．

鋼桁下フランジの受熱最高温度は，耐火パネルの設置により ，約830 低減し，260 程度と なっ た．

また，他の部位についても約800から 900 低減し，許容受熱温度と して設定した 350 を十分に満

足する結果と なっ た．

耐火パネル設置後の鋼桁下フランジの受熱温度を一次元差分法により推定したが，実験結果より 低い結

果となった．これは，解析上，狭い空間と解釈し対流の影響は小さいと 仮定して無視したが，側面用耐

火パネルの継目に隙間ができ，熱の流入により 対流が起きたこと が，解析値と 計測値と に差異が生

ALC（ 空気層側） ALC（ 加熱面側）

CFB（ 空気層側） CFB（ 加熱面側）
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じた原因と も考えられる． したがっ て，今後， さらに検討を加える必要がある．

側面用耐火パネルの短辺側では， フレームの面内変形に伴い継目に隙間が生じたが，面外方向の最

大変形量は，パネル単体による加熱実験の結果と同程度であっ た．

加熱冷却後の耐火材の状況は， パネル単体による加熱実験と 同様であり ， 直接炎に曝されている

CFB も特に損傷は見られず健全であっ た．

以上から，耐火パネルを設置すること により ，首都高速における火災事故と類似した油火災を想定

した最高温度1100 ， 90分間の加熱条件下で，鋼桁の受熱最高温度は，許容温度である 350 を十分

に満足すること が確認された．

7.6 まと め

耐火パネル単体による加熱実験結果では，加熱実験や解析を通じて十分な耐火性能を有すること が

確認された． また， この実験結果を踏まえ，耐火パネルを取付けた鋼合成桁の加熱実験と数値解析を

行い，鋼桁が受ける熱影響を検証した結果，鋼桁の受熱最高温度は，許容温度と して設定した 350
を十分に満足すること が確認された． しかしながら，火災の状況や消火活動の遅れに伴い，耐火パネ

ル間に生じた隙間からの熱気の流入が長く 続いた場合，鋼桁の受熱最高温度を上昇させること が懸念

される． したがっ て，熱気の流入を確実に防止するため，耐火パネル間の継目構造や取付け構造の具

体的な検討を今後進めていく こと が必要と考えられる．
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第８章

結 論

8.1 研究成果の総括

本論文は，火災により 被災した橋梁の受熱温度に着目し，火災時における鋼合成桁の受熱温度を把

握すると と もに，性能照査において必要と される終局耐力の相関関係と耐火対策に関する一連の研究

成果をと り まと めたものである．

本論文は， 8章から構成されており ，各章で得られた結論を要約すると ，以下のと おり である．

第1章では，本研究の背景ならびに目的について述べた．
近年， タンクローリ ー車など車両事故による炎上，あるいは不審火や放火などにより ，一般橋梁や

高架橋が火災を受ける事例が多く 報告されている．しかしながら，火災を受けた橋梁に対する診断法

やその耐火性能を評価する方法については未だ明確に示されていないのが現状である．一方，ユーロ

コード（ Eurocode） では，火災時における構造物の安全性を確保するため， それぞれの目的に応じた
照査法を示している． そこで，本研究では，被災橋梁の受熱温度に着目し，鋼合成桁の加熱実験と一

次元差分法による数値解析などを通じて，火災時における鋼桁およびコンク リ ート床版の受熱温度を

把握すると と もに，性能照査において必要と される終局耐力に関する各相関式を誘導し，落橋温度の

推定方法を提示した． また，火災により 実際に落橋した事例をモデルケースと し，耐荷力の推定を行

い落橋要因に関する検討を行っ た． さらに，火災事故が懸念される橋梁においては， その耐火対策と

して，下面に耐火工を施すと いっ た対策も今後必要と考えられること から，現在，開発中の橋梁用耐

火工（ 耐火パネル） の耐火性能について検証した．

第2章では，近年報告された橋梁における火災事例の一覧を示すと と もに，国内外における代表的
な 3件の火災事例について，出火要因，部材の最大受熱温度，損傷状況ならびに調査，補修・ 補強，
架け替え方法などを紹介した．

首都高速5号池袋線熊野町JCT付近の高架橋では，タンクローリ ー車が横転・ 炎上し，ダブルデッ
キ構造の上層部の鋼主桁や橋脚などに著しい損傷が生じたため， 2 ヶ月を要して損傷部の架け替えが
行われた．一方，海外では，アメ リ カミ シガン州デトロイト，ヘーゼルパーク内の州間幹線道路 I -75
号線9-M i le跨道橋の直下において，タンクローリ ー車が横転・ 炎上したこ と により ，ゲルバー構造の
跨道橋の 1径間が落橋し架け替えられた． このよう な交通量の多い主要幹線道路での橋梁火災では，
交通の遮断による周辺道路の渋滞と架け替えなどによる経済的な損失が大きいこと から，橋梁につい

ても耐火対策の必要性が認められる．

第3章では，火災を受けた場合の各部材の受熱温度を算定する上で必要と なる火災荷重の設定方法，
既往の試験結果およびユーロコード（ Eurocode） より ，高温時および加熱冷却後の常温時における鋼
材と コンク リ ートの力学特性をまと めると と もに，熱伝導解析を行う 上で必要と なる鋼材と コンク リ

ートの熱物性値について示した．

まず，高温時および加熱冷却後の常温時における鋼材と コンク リ ートの力学特性について以下のこ

と が確認できた．
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(1) 高温時におけるSS400材の降伏点強度（ 0.2％耐力） は， 500から 600 で常温時の約50％まで低
下するのに対し，加熱冷却後は， 900 まで加熱されて冷却された状態でも常温時と 比べ大き

な低下は見られず，ほぼ同等の降伏強度に回復している．

(2) 高温時における高力ボルトの引張強度は，加熱温度の上昇と と もに徐々に低下し， 300 を超

えると 急激に低下するのに対し，加熱冷却後は， 400 までは大きな低下は見られず， 400 を

超えると 直線的に低下する．

(3) 高温時における普通コンク リ ートの圧縮強度は， 500 で常温の約 70%まで低下し，加熱冷却
後においても高温時と同等な強度低下が見られる．

つぎに，以下のよう なモデルを用いていること が確認できた．

(1) 鋼材では，各温度において比例限界強度，弾性係数および降伏強度（ 2％ひずみ強度） の 3 つ
に対する低減係数をパラメータと すること により ，高温時における応力－ひずみ関係をモデル

化している．

(2) コンク リ ートでは，各温度における圧縮強度の低減係数，最大圧縮ひずみ，終局ひずみの 3 つ
をパラメータと すること により ，高温時における応力－ひずみ関係をモデル化している．

第4章では，火災時の鋼合成桁の受熱温度を把握するこ と を目的と して，桁下で火災が発生した場
合を想定した加熱実験を行い，解析値と比較・ 検討を行っ た結果について述べた．

加熱実験の結果から，鋼桁下フランジおよびウェ ブの受熱温度は，直接炎に曝されているため，著

しい温度上昇がみられるものの， コンク リ ート内部の受熱温度は，水分の蒸発にエネルギーが消費さ

れる潜熱の影響により ，100 付近で上昇が見られない結果と なっ た．また，一次元差分法により 部材

の受熱温度を算定した結果，炎に曝された鋼桁下フランジおよびウェ ブの受熱温度は，比較的精度良

く 推定すること ができるが， コンクリ ートおよびコンク リ ートに接する上フランジや底鋼板の受熱温

度については，実験値と比べ算定値が大きく ， より 精度良く 受熱温度を推定するには， コンクリ ート

の含水率による比熱変化をできるだけ忠実に再現するこ と が重要と考えられる．

第5章では，高温時における曲げモーメントと せん断力が同時に作用する場合の相関式も含め，鋼
合成桁を対象に斜張橋やポータルラーメン橋のよう な軸力と曲げモーメント， あるいは軸力と せん断

力ならびに曲げモーメントが同時に作用する場合の相関関係について述べた．

今回の検討結果から以下のこと が明らかと なっ た．

(1) 受熱温度の上昇に伴い，曲げモーメントやせん断力のみが作用する場合の耐力は，鋼材の降伏
強度の低減係数と同様の傾向で低下する．これは，降伏強度に低減係数を乗じて耐力を算出し

ているからである．一方，全塑性軸力も低下はするものの，曲げモーメントやせん断力と比べ

てその割合は小さい．

(2) 曲げモーメントと せん断力が同時に作用する場合，曲げ耐力は，最大で1/2程度にまで低下す
る．

(3) 軸圧縮力と曲げモーメントが同時に作用する場合，床版コンク リ ートの有効断面が増大するた
め，曲げモーメントのみが作用する場合と比べて曲げ耐力は上昇するが，受熱温度が上昇する

こと により ，全体的に曲げ耐力は低下する．

(4) 軸圧縮力と せん断力ならびに曲げモーメントが同時に作用する場合，床版コンク リ ートの有効
断面が増大するため，曲げ耐力は上昇するが，受熱温度の上昇と せん断力の作用により ，せん

断力を負担する鋼桁ウェ ブがさらに強度低下するため，軸力と曲げモーメントのみが同時に作

用する場合より も曲げ耐力は低下する．
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(5) 軸圧縮力と せん断力が同時に作用する場合，せん断力の影響による軸力の低下は，高温になる
ほど小さ く ，曲げモーメントと せん断力が同時に作用する場合と 比べて軸力の低下は緩やかで

あり ， せん断力の影響は小さい．

以上より ，曲げモーメントと せん断力が同時に作用する桁橋のよう な構造と比べ，斜張橋やポータ

ルラーメン橋のよう な軸圧縮力と曲げモーメントの作用が卓越する場合，あるいは軸圧縮力と せん断

力ならびに曲げモーメントが同時に作用する場合では，床版コンクリ ートの有効断面が増大するため，

曲げ耐力は上昇するこ と が明らかと なっ た．

第 6 章では，第 5 章で誘導した終局耐力相関式をもと に，第 2 章で示した州間幹線道路 I -75号線
9-M i le跨道橋（ アメ リ カ） の落橋事例をモデルケースと し，設計図面と いく つかの仮定にもと づき，
火災による落橋要因と して 4つの破壊形態を想定し，耐荷力の推定を行い，落橋要因に関して検討を
加えた結果について述べた．

検討結果から以下のこと が明らかと なっ た．

落橋要因と して最も可能性が高い破壊形態は，支持桁支点上のせん断破壊であっ た．落橋後の状況

写真からは，支持桁支点上の鋼桁のせん断破壊と と もに吊材のピンが破壊している様子も伺える．な

お，本検討結果は，加熱により鋼桁が受ける温度について，各部位では全体にわたり 均一に上昇，か

つ分布するものと 仮定し，落橋温度を算定している． そのため，鋼桁各部位が受ける温度上昇と その

分布の違いについては考慮されていない．今後は，鋼桁各部位が受ける温度上昇と その分布の違い，

吊材のピンの破壊過程も踏まえ，本跨道橋が落橋した要因についてさらに検討を加えていく 必要があ

る．

第7章では，耐火対策と して，橋梁用の耐火工（ 耐火パネル） の開発を進めるにあたり ，耐火パネ
ルを構成するフレーム構造と ，使用する耐火材の種類やその組み合せを検討するための基礎的な加熱

実験，その結果を踏まえた実橋への適用に向けたフレーム構造による耐火パネル単体ならびに鋼合成

桁に耐火パネルを取り 付けた加熱実験を行い，その結果と考察について述べた．

耐火パネル単体による加熱実験では，以下の知見を得た．

(1) 今回考案した普通鋼材（ SS400材， SSC400 材） を用いた 2 タイプのフレーム構造では，いず
れの構造も耐火材が落下するよう なフレームの大きな変形やたわみは見られず，実構造への適

用に際し十分に耐えう る構造であること が確認された．ただし，追加死荷重の軽減を考えると ，

実験Bで採用した SSC400材の軽量溝形鋼で構成したフレーム構造の方がより 実用的と いえる．
(2) 耐火材と しては，セラミ ッ クフ ァ イバーブランケッ ト（ CFB） を加熱面に，軽量気泡コンクリ
ート板（ A LC） をバッ クアッ プ材と して使用したが，加熱面から約 400mm の位置で測定され
た空気層の受熱最高温度は約170 であり ，実構造に適用しても十分な耐火性能を得ること が

可能と いえる．

この実験結果を踏まえ，耐火パネルを取り付けた鋼合成桁の加熱実験を実施し，以下の知見を得た．

(1) 鋼桁下フランジの受熱最高温度は，耐火パネルの設置により ，約 830 低減し， 260 程度と

なっ た．また，他の部位についても約800から 900 低減し，許容受熱温度と して設定した 350
を十分に満足する結果である．

(2) 側面用耐火パネルの短辺側では，フレームの面内変形に伴い継目に隙間が生じたが，面外方向
の最大変形量は，パネル単体による加熱実験の結果と同程度である．

(3) 加熱冷却後の耐火材の状況は，耐火パネル単体による加熱実験と同様であり ，直接炎に曝され
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ているセラミ ッ クフ ァ イバーブランケッ ト （ CFB） も特に損傷は見られず健全である．

以上より ，耐火パネル単体による加熱実験では，空気層の温度が許容温度である 350 以下に抑え

ること ができ，十分な耐火性能を有すること が確認された．また， この実験結果を踏まえ，耐火パネ

ルを取付けた鋼合成桁の加熱実験と数値解析を行い，鋼桁が受ける熱影響を検証した結果，鋼桁の受

熱最高温度は，許容温度と して設定した 350 を十分に満足する結果が得られた．

第8章では，本文で得られた結論を要約した．

8.2 今後の課題

本研究により ，火災時における鋼合成桁の受熱温度，性能照査において必要と される終局耐力の相

関関係ならびに耐火対策と して開発中の橋梁用の耐火工（ 耐火パネル） の性能に関する実験的・ 解析

的データが得られた． しかしながら，今後，火災時における性能照査手法の確立と耐火パネルの実橋

への適用に向け，以下に挙げる課題を明らかにする必要があると 考えられる．

(1) 一次元差分法によるコンク リ ートやコンク リ ートに接する鋼材の受熱温度の評価にあたっ ては，
コンク リ ートの含水率による比熱変化をできるだけ忠実に再現するこ と が重要であり ， さ らな

る検討が必要である．

(2) 高温時における鋼桁の局部座屈が鋼合成桁の耐荷力におよぼす影響について，実験および詳細
な数値解析による検討が必要である．

(3) 実橋への適用に向け，耐火パネルに使用する耐火材が，紫外線や自動車の排ガス等の化学的作
用に対して長期的に十分な耐火性能を発揮するこ と ができるか，暴露試験と 加熱実験により 検

証する必要がある．

(4) 火災の状況や消火活動の遅れに伴い，耐火パネル間に生じた隙間からの熱気の流入が長く 続い
た場合，鋼桁の受熱最高温度を上昇させるこ と が懸念されるこ と から ，熱気の流入を確実に防

止するため，耐火パネル間の継目構造や取付け構造の具体的な検討を進めていく こ と が必要で

ある．
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